1編　労働法総説

1章　労働法とは

1-1労働法の概要と沿革

［1］労働法の意義

［2］労働法の個々の法律

　【1】個別的労働関係法

　　　　　・労働基準法／労働者災害補償保険法／労働安全衛生法／最低賃金法／公益通報者保護法

　【2】集団的労使関係法

　　　　　・労働組合法／会社分割に伴う労働契約の承継等に関する法律

　【3】労働市場法（雇用政策法）
　　　　　・雇用対策法／職業安定法／雇用保険法／職業能力開発促進法

　【4】労働関係紛争処理法
　　　　　・個別労働関係紛争解決促進法／労働関係調整法／労働審判法

［3］労働法の沿革

［4］戦後労働法の発展と再編成

1-2憲法上の基本規定

［1］憲法27条・28条

　【1】労働基本権保障の趣旨

　　　　　・福祉国家の理念に基づく生存権的基本権（憲25）の一種

→労働者の健康で文化的な生活を実質的に保障する規定

　　　　　　　→労働は自己実現であり、労働基本権は自由権的基本権＝人格的自律権（憲13）？

　【2】勤労の権利

　　　　　・すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負う（憲27Ⅰ）

　　　　　・自由権的側面（勤労の自由を侵害されない権利）は職業／営業の自由と重なり

　　　　　　　→積極的意義は社会権的側面（労働の機会を要求する抽象的権利）

　　　　　・国民に労働の義務を保障する政治的義務を課したプログラム規定（通説）

　　　　　　　→労働市場の体制を整える義務／労働の機会を得られない労働者の生活を保障する義務

　　　　　・国家との関係では法律改廃により積極的侵害を争え、使用者との関係では解雇の自由を制限できる法的効力（有力説）

　　　　　・労働の義務は、労働意欲を持たない者のために生存確保の施策を講ずる必要がない政策上の指針を宣言

　　　　　　　→雇用保険の求職要件／生活保護の補足性の原理

　【3】勤労条件基準の法定

　　　　　・勤労条件に関する基準は法律でこれを定める（憲27Ⅱ）

→勤労条件基準の設定は国民の利害に重大なかかわり

　　　　　・児童は、これを酷使してはならない（憲27Ⅲ）

　【4】労働基本権

　　　　　・勤労者の［団結する権利／団体交渉／その他の団体行動をする権利］は、これを保障する（憲28）

　　（1）保障内容

　　　　　・経済的弱者たる労働者が使用者との関係で実質的に自由平等たり得るための積極的保障

　　　　　　　→団結して団体的に行動することで実質的な労使対等を実現

　　　　　・団体交渉は団体行動の一部？→内容的に異質であり団体交渉権は独自の権利（労働三権）

　　　　　・勤労者に対して労働基本権を直接保障し、私人間にも直接適用

　　　　　　　→単なる政策上の責務の表明／立法や行政を制約する効果にとどまらない

　　　　　　　→妨害排除請求権／団交請求権を憲28条から導き、仮処分で利益を図ることができるが…

　　（2）労働基本権の法的性格

　　　　　・自由権的効果―――→立法や行政による抑圧の禁止

　　　　　・刑事民事免責の付与→民事免責は使用者に対する直接適用

　　　　　・政策義務の効果――→28条の政策目標に沿った立法体制を整える義務

　　　　　・公序設定効果―――→法律行為には90条／事実行為には709条の違法性

　【5】労働三権の内容

　　（1）団結権

　　　　　・団結権＝労働者が労働条件の維持改善を主目的として団結体を結成し、その維持発展を保障する権利
　　　　　・警察消防職員の組合結成の禁止（自由権的効果から問題）

　　　　　・結社の自由は自由権的基本権であり自由権的効果のみ→一方で団結権に団結しない自由は含まれない

　　　　　・団結権に基づく妨害排除請求は否定すべき？

　　　　　　　→抽象的規定である憲28条以外に実定法がなく私法上の権利としての根拠付けや範囲が不明確

　　（2）団体交渉権

　　　　　・団体交渉権＝労働者が使用者と団体交渉を行うことを保障する権利
　　　　　　　→労働条件／労使関係上のルールについて、労働協約の締結等を目標に交渉すること

　　　　　・非現業公務員に対する団体交渉の禁止（自由権的効果から問題）

　　　　　・平穏な態様で交渉を求める行為については、面会強請／不退去の違法性阻却

　　（3）団体行動権
　　　〔a〕自由権的効果
　　　　　・争議権＝労働者の要求の示威／要求貫徹のための圧力行為を保障する権利
　　　　　・組合活動権＝争議行為と団体交渉以外の団結体の行動を一定限度で保障する権利
　　　　　・労働関係調整法5条／電気石炭鉱業における争議方法の規制

　　　　　・国家公務員法／地方公務員法などによる争議行為禁止規定（東京中郵→全農林）

　　　〔b〕免責付与・政策義務

　　　　　・憲28条の基本趣旨から法的保護を受けうる争議権の範囲（争議の正当性）を判断

　　　　　　　→使用者の業務を阻害する労働者の行動を全般的に保障する権利＝業務阻害権（多数説）

　　　　　　　→団体交渉における労使の対等性を確保し、交渉の行き詰まりを打開するための権利であり、団体交渉の主体によって行われ、目的が団体交渉の目的事項であることが必要？ピケやボイコットは付随

　　（4）28条の趣旨
　　　　　・団交中心説（狭義説）／労働者地位向上説（広義説）

2章　労働市場の法規整

2-1職業安定法による法規整

2-2法規整の変遷

2編　個別的労働関係法

1章　労働契約の基本的要素

1-1労働契約の意義と特色

［1］意義

　　　　　・個別的労働関係の形成（契約なければ雇用なし）→労働の自由／使用者選択の自由

　　　　　・基本的権利義務の発生――――――――――――→労働協約や就業規則による具体化

　　　　　・労働保護法の適用

［2］労働契約とは何か

　【1】戦前の労働契約理論

　【2】同一説と峻別説（雇用との関係）
　　　　　・同一説→民法は請負と雇用を区別しているだけ

→労働契約は雇用契約と類型は同じだが理念が異なる

→結局は労基法9条の労働者性＝従属性の問題に帰着

　　　　　・峻別説→使用従属関係が認められれば労働契約（実質的判断）

　【3】労働契約概念は労基法に限られるか

　　　　　・労働契約＝労基法が適用される労務供給契約（形式的定義）

　　　　　　　　　　＝指揮命令下での労務提供に対する対価が支払われる関係の法的形態（実質的定義）

　【4】契約締結上の過失

　　　　　・求人広告には「新卒同年次採用者と同等の額をお約束します」と記載された場合でも、求人広告は個別的な雇用契約の申込みの意思表示ではないから、会社説明会や面接での説明によって、雇用契約上、同年次採用者の平均的格付けによる給与を支給する旨の合意が成立したとはいえない。しかし、会社は同年次採用者の下限の格付により初任給を定めていたにもかかわらず応募者に説明せず、平均的給与と同等と信じかねない説明をし、原告はそれを信じて入社し、後に精神的衝撃を受けたのであるから、会社の説明は労基法15条1項に違反するものであって、雇用契約締結に至る過程における信義誠実の原則に反するものであって、これに基づいて精神的損害を被るに至ったものに対する不法行為を構成する（裁判例・百選8）
［3］労働契約関係の一般的特色

　【1】人的継続的関係

　　　　　・両当事者の信頼関係（誠実義務）の重視／指揮命令権の予定

　【2】集団的性格

　　　　　・協働労働関係→統一的で公平な取り扱いの必要→労働条件の集団的処理

　【3】白地的弾力的性格

　　　　　・就業規則や労働協約による具体化／合意や指揮命令により具体化される不特定債務

　【4】使用者の経済的優位性

　　　　　・労働者保護の法規整を必要ならしめる主要事情

　　　　　　　→労働法は従属性のもたらす危険／弊害を除去／軽減／緩和するもの

［4］労働契約の基本的内容

　【1】誠実労働義務（職務専念義務）
　　　　　・債務の本旨に従った労務を提供する義務（使用者の指示に従った労務を誠実に履行する義務）

　　　　　・職務時間及び職務上の注意力の全てを職務執行のために用い職務のみに従事する義務（百選76）
　　　　　　　→就業時間中の労働者は使用者に全人格的に従属することを認める？

　【2】賃金支払義務

　　　　　・労務提供との対価関係（有償双務契約）

　　　　　・雇用は使用者の指揮監督／請負は労務の結果の給付／委任は有償性なし

　【3】企業秩序定立権

　　　　　・組織労働の円滑遂行のための規律秩序を設定して維持する権利→労務管理／人事

　【4】労務指揮権・業務命令権

　　　　　・労務指揮権＝労働義務の具体的内容（方法や態様）を指揮命令する権利

　　　　　・業務命令権＝業務遂行のために労働者に対して指示命令する権利

　　　　　・法的根拠は労働契約＝労働契約によって発生する

　　　　　　　→就業規則や労働協約を通した労働契約の解釈により、業務命令権がその範囲内にあるかを判断

　　　　　　　→権利があるとしても濫用的行使ではないかを判断

　　　　　・職場規律維持の上で支障が少ないと考えられる屋外作業たる降灰除去作業に従事させることとしたものであり、職場管理上やむを得ない措置ということができ、殊更に不利益を課す違法、不当な目的を認めることはできない（百選16）
　　　　　　　→濫用基準は「労働者の人格／権利を不当に侵害することがないほど合理的か否か」（原審）

　　　　　　　→その合理性は「業務内容と必要性、労働者の不利益、業務命令の目的や経緯の総合考慮」（原審）

［5］労働契約に伴う付随的義務

　【1】意義

　　　　　・従属性＋継続性＝当事者双方が相手方の利益に配慮して誠実に行動する必要

　　　　　　　→信義則を媒介とした義務の発生

　【2】使用者が負う義務

　　（1）安全配慮義務

　　　　　・国は公務員に対し、公務遂行のために設置すべき場所／施設／器具の設置管理や、指示の下に遂行する公務の管理にあたって、公務員の生命／健康を危険から保護するよう配慮すべき義務を負っている。安全配慮義務は、ある法律関係に基づいて特別な社会的接触関係に入った当事者間において、当該法律関係の付随義務／信義則上の義務として一般的に認められるべきものである（百選68）
　　　　　・使用者は労働者に従事させる義務を定めて管理するに際して、業務遂行に伴う疲労や心理的負担が過度に蓄積して労働者の心身の健康を損なうことがないよう注意する義務を負う（百選69）
　　（2）職場環境配慮義務

　　　　　・使用者は労務遂行に関連して被用者の人格的尊厳を侵害して労務提供に重大な支障を来たさないよう防止し、適切に対処して職場が被用者にとって働きやすい環境を保つよう配慮する注意義務がある（裁判例・百選33）
　　（3）解雇回避努力義務・説明協議義務

　　（4）労働受領義務（労働者の就労請求権）
　　　　　・原則否定説（判例通説）→賃金を支払う以上、債務不履行にはならず債務免除にすぎない

・肯定説（有力説）―――→勤労権の趣旨を信義則により私人間に間接適用／キャリア権説／職能尊重配慮

　　　　　・労働契約等に特別な定めがある場合／業務の性質上、労務提供に特別の合理的な利益を有する場合を除いて一般的には就労請求権は有しない（裁判例・百選17）

　　　　　・賃金に相当する労働を受けないことを正当とする事情がない以上、賃金相当分は会社に損害を与えたことになる（裁判例）
　　　　　　　→株主代表訴訟により事実上、就労請求権を認めるのと同じ効果を発生させることができる

　【3】労働者が負う義務

　　（1）企業秘密保持義務

　　　　　・労働者は労働契約に基づく附随的義務として信義則上、使用者の利益を殊更害するような行為を避けるべき責務を負うが、その一つとして使用者の業務上の秘密を漏らさないとの義務を負う（裁判例・百選20）
　　　　　　　→「秘密」は保護に値するものであることが必要

　　　　　・退職後も秘密保持義務を負うのか＝特約必要説／不要説

　　　　　　　→不正競争防止法2条（不正の利益を得るor損害を加える目的で、秘密を使用／開示する行為）

　　（2）競業避止義務
　　　　　・在職中は付随的義務として競業避止義務を負う

　　　　　・退職後は特約必要説／不要説

　　　　　・使用者の利益と退職者の利益（職業選択の自由）の比較衡量

　　　　　　　→制限目的が「営業秘密保護」なら使用者に＋／「顧客確保」程度なら退職者に＋

　　　　　　　→最近は制限程度を必要最小限度とし、一定の代償措置を求める傾向

　　　　　・競業禁止の特約は、経済的弱者である被用者から生計の道を奪って生存を脅かすおそれがあると同時に、職業選択の自由を制限するおそれがあるから、特約締結について合理的事情の存在しない限り、営業の自由に対する干渉とみなされ、単に競争者の排除抑制を目的とする場合には公序良俗に反し無効となる。他の使用者のもとにあっても取得できるであろう一般的知識／技能と異なり、当該使用者のみが有する特殊な知識は、使用者の一種の客観的財産であり、他人に譲渡しうる価値を有するから、これらは営業上の秘密として営業の自由と並んで保護される法益というべく、秘密保持を担保するために一定期間、競業避止義務を負わせることは合理性がある。合理的範囲を確定するにあたっては、制限の期間／場所的範囲／制限される職種の範囲／代償の有無－について、使用者の利益／被用者の不利益／社会的利害の視点に立って慎重に検討すべき（裁判例・百選89）
　【4】私生活の自由・プライバシーとの関係

　　　　　・現実に企業秩序を破壊して混乱させるおそれが認められないにもかかわらず、共産党員のみを理由になされた尾行／監視／荷物検査／接触禁止などは、労働者の職場における自由な人間関係を形成する自由を不当に侵害するとともに名誉を毀損するものであり、またプライバシーを侵害するものでもあって、同人らの人格的利益を侵害するものというべく、これら一連の行為が会社の方針に基づいて行われたというのであるから、それぞれ不法行為を構成する（百選21）
　　　　　　　→思想信条の自由をどう評価する？思想を変えない限り不利益取扱いを受けることが間接的な侵害？

　　　　　・電子メールの調査基準が告知されたこともなく、職務遂行の妨げとならず経済的負担も軽微な私的メールも必要かつ合理的な範囲で社会通念上許容され、プライバシー権がないとはいえないが、サーバーに記録され電話とは同程度のプライバシー保護は期待できないことを考慮すると、監視の目的／手段／態様と監視された者の不利益を比較考量して社会通念上相当な範囲を逸脱した監視がプライバシー権の侵害になると解される。本件では、セクハラ疑惑を受けた本人による監視であって必ずしも適切ではないが、監視者は事業部の最高責任者であったこと、途中から担当部署に監視を依頼していたこと、原告の私的使用の程度は許容された限度を超えていたことを総合考慮すると、法的保護に値する重大なプライバシー侵害とはいえない（裁判例・百選22）
      　　・兼業禁止／所持品検査／健康診断／使用者の配慮との関係

［6］内部告発者の保護

　　　　　・公益通報者保護法に該当する場合でなくとも…

→告発内容／目的／態様を総合考慮して、組織体の名誉VS人格的利益＋表現の自由を調整

　　　　　　　→内容の真実性／目的の公益性／手段方法の相当性or補充性

1-2個別的労働関係法の構造・適用範囲・効力

［1］個別的労働関係法の構造

　【1】労働保護法規→強行的効力（無効にする）と直律的効力（労基法が定める内容にする）

　【2】労働契約法理

　【3】就業規則・労働協約→規範的効力

　【4】事業場の労使協定―→免罰的効力

　【5】合意

　【6】労働協約・就業規則・労働契約の効力関係

　　　　　・労働協約＞就業規則（就業規則が労働者に有利でも妥当＝有利原則の否定）

　　　　　・労働契約＞就業規則

→就業規則より不利な労働契約は無効、労働協約で定める基準に（労基93＝有利原則の肯定）

　　　　　・労働協約＞労働契約？

　　　　　　　→企業別組合が大半を占め、企業内の標準的定型的な労働条件は労働協約で規定される

　　　　　　　→個別に有利な労働契約を結んで組合を切り崩すおそれ

　　　　　・労働契約＞労働協約？

　　　　　　　→法規／規則／協約などの規範に支えられて労働契約が契約としての実効性／実質的対等（労基2）

［2］労使慣行

　【1】意義

　【2】労使慣行の類型

　　　　　・明文規定なく反復継続／明文規定に反して反復継続→企業内で「慣習法」とはいいにくい？

　【3】労使慣行の成立要件

　　　　　・事実たる慣習として民法92条により法的効力ある労使慣行が成立していると認められるためには、①長期間反復継続して行われていたこと②労使双方が明示的にこれを排除排斥していないこと③労使双方の規範意識によって支えられていること－が必要であり、労働協約や就業規則に矛盾抵触するものは、相当の期間にわたり相当多数に反復継続し、慣行についての使用者の規範意識が明確であることが要求される（百選24）
　　　　　　　→慣行に従うという規範意識は必要なのか？

　　　　　　　→民法上は、慣習の知不知を問わず、客観的に当該社会で普遍的（一般的）に妥当すればいい

　　　　　　　→規範的意識を求めると労使慣行の成立する余地はほとんどなくなる

　【4】労使慣行の法的効力

　　　　　・抽象的な就業規則／労働協約の具体的意味を補充する

　　　　　・慣習による意思を有するものとして、契約内容を補充的に解釈して、契約上の権利義務を設定する

　　　　　・権利濫用の判断要素の一つとして

　　　　　・不当労働行為性の判断要素の一つとして

［3］労働基準法の適用範囲

　【1】適用事業

　【2】適用除外

　【3】労働契約の効力と労基法

　　　　　・労働契約が無効であっても事実上労働契約関係にあれば労基法が適用される（ex不法就労外国人）

［4］適用対象たる「労働者」

　【1】労働者概念の統一性

　　　　　・労働安全衛生法／最低賃金法は、条文上イコール

　　　　　・労災保険法／労働組合法は、解釈上イコール

　　　　　　　→労基法の適用により、解雇権濫用法理などの適用／就業規則の適用が可能になる

　【2】労働者の定義
　　（1）労基法9条

　　　　　・この法律で「労働者」とは、職業の種類を問わず、［事業／事務所］に使用される者で、賃金を支払われる者をいう（労基9）
　　（2）横浜南労基署長事件

　　　　　・業務用機材であるトラックを所有し、自己の危険と計算のもとに運送業務に従事していたものである上、業務遂行に関して特段の指揮命令がなされたとはいえず、時間的場所的な拘束の程度も一般従業員に比べてはるかに緩やかである。報酬支払方法、公租公課の負担も労働者性を肯定するような事情はない。したがって、専属的に運送業務に携わり、運送係の指示を拒否する自由はなく、労働時間も事実上決定され、運賃が通常よりも15％低くとも、労基法上の労働者ということはできない（百選1）
　　（3）労働者性（使用従属性）の判断基準

　　　〔a〕指揮監督下での労働といえるか（使用される者）

　　　　　・具体的な依頼や指示に対する諾否の自由がないorある

　　　　　・勤務場所や勤務時間に関して拘束性があるorない

　　　　　・代替性がないorある

　　　〔b〕報酬の労務対象性があるか（賃金を支払われる者）
　　　　　・計算方法が時間単位or仕事単位／欠勤すれば報酬が控除or変化なし／残業で別手当があるorなし

　　　〔c〕補強的要素
　　　　　・事業者性の程度（機械や器具の負担／正社員との報酬額の比較）

　　　　　・専属性の程度（他社の業務に従事することが事実上困難か／報酬に固定部分があるか）

　【3】労働者性が問題となる場面

　　　　　・使用人兼役員（混合契約）／電気やガスの集金人／プロ野球選手／下請負人

［5］使用者

　【1】労働契約上の使用者（私法上の責任主体）

　　（1）法人格否認の法理

　　（2）複数企業の関与（請負・派遣・出向…）

　　　　　・派遣元企業が派遣先企業との業務委託契約を合意解除し、派遣元企業が派遣労働者を解雇した場合でも、労働者と派遣先企業に事実上の使用従属関係が存在し、派遣元企業が企業としての独自性を有しないor派遣先企業の労務担当の代行機関にすぎず、かつ、派遣先企業が賃金その他の労働条件を決定していると認められるときは、黙示の労働契約が成立する余地があり、労働者は派遣先企業に対して従業員たる地位確認／賃金請求を行うことができる（裁判例・百選2）
　　　　　　　→使用従属関係に加え、労務提供意思（下請の非独立性）＋賃金支払意思（請負代金の賃金性）

　　　　　　　→実質的に、「受入企業が賃金支払者＋労務提供相手」といえるかどうか

　　　　　　　→使用従属関係があれば、労働契約を成立させる意思を推定できる？

　　（3）親会社と子会社

　　　　　・子会社が一事業部門にすぎなければ、親会社に賃金請求／地位確認が可能

　　　　　・グループ採用はグループに法人格がない以上、出向法理で対処する

　【2】労基法違反の責任主体としての使用者（公法上の責任主体）

　　　　　・使用者／労働者は相対的→課長は係長に対する使用者であり、部長に対する労働者

［6］労基法と実効性確保

　【1】強行的・直律的効力
　　　　　・この法律で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、その部分については無効とする（労基13）
→この場合において、無効となった部分は、この法律で定める基準による（労基13）

　【2】付加金の支払

　【3】罰則（労基13章＝両罰規定）

　【4】監督行政

　　　　　・厚労省→労働基準局→都道府県労働局→労働基準監督署→労働基準監督官≒司法警察職員

1-3就業規則の意義と効力

［1］就業規則とは

　　　　　・多数の労働者をかかえる企業が、迅速かつ組織的に事業を遂行するためには…

　　　　　　　→労働条件の公平かつ統一的な設定が必要不可欠

［2］就業規則の作成変更

　【1】作成義務と届出義務

　　　　　・常時10人以上の労働者を使用する使用者は、次に掲げる事項について就業規則を作成し、行政官庁に届け出なければならない（労基89）

　　　　　・次に掲げる事項を変更した場合においても、同様とする（労基89）
　　　　　　　→常態として10人以上使用している場合を指し、一時的に下回る場合があってもよい

　　　　　　　→労基法は事業ごとに法を適用しているから、10人以上も事業場単位で算出される

　　　　　　　→労基法上の労働者であれば、契約社員やアルバイトも含めて10人に含まれる

　　　　　　　→派遣法の適用があれば、派遣労働者の数は含まれない（派遣元が責任を負う）

　【2】記載事項

　　（1）絶対的必要記載事項

　　　　　・①［始業及び終業の時刻／休憩時間／休日／休暇／…］に関する事項
　　　　　・②［賃金（臨時の賃金等を除く）の決定の方法／計算の方法／支払の方法／賃金の締切り／支払の時期／昇給］に関する事項
　　　　　・③退職に関する事項（解雇の事由を含む）
　　（2）相対的必要記載事項

　　　　　・退職手当の定めをする場合…（③の2）

・臨時の賃金や最低賃金額の定めをする場合…（④）
　　　　　・労働者に［食費／作業用品／その他の負担］をさせる定めをする場合…（⑤）

　　　　　・［安全／衛生］に関する定めをする場合…（⑥）

　　　　　・職業訓練に関する定めをする場合…（⑦）
　　　　　・［災害補償／業務外の傷病扶助］に関する定めをする場合…（⑧）

　　　　　・［表彰／制裁］の定めをする場合には、その［種類／程度］に関する事項（⑨）

　　　　　・上記に掲げるもののほか、当該事業場の労働者のすべてに適用される定めをする場合…（⑩）
　【3】意見聴取義務

　　　　　・使用者は、就業規則の［作成／変更］について、当該事業場に、［労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合／ない場合においては労働者の過半数を代表する者］の意見を聴かなければならない（90Ⅰ）
　　　　　　　→意見を聴くだけであって、同意や協議までも求めるものではない

　　　　　　　→就業規則の届出には意見書の添付が必要だが（施行規則49Ⅱ）、労働者側が故意に意見を表明しない場合や、記名押印を拒否している場合でも、意見を聴いたことが客観的に証明できれば就業規則は受理される（行政解釈）

　【4】周知義務

　　　　　・使用者は、［この法律／これに基づく命令の要旨／就業規則／…］を、［常時各作業場の見やすい場所へ掲示すること／備え付けること／書面を交付すること／その他の厚生労働省令で定める方法］によって、労働者に周知させなければならない（労基106Ⅰ）
［3］就業規則の効力

　【1】法令や労働協約との関係

　　　　　・就業規則は、［法令／当該事業場について適用される労働協約］に反してはならない（労基92Ⅰ）
　　　　　　　→労使間の合意による規範たる労働協約を使用者の一方的作成による就業規則よりも尊重する趣旨

　　　　　　　→優越するのは、労働条件その他の労働者の待遇に関する規範的部分（菅野）

　　　　　・「反してはならない」は有利にも不利にも異なる定めをしてはならないことを指す（有利原則の否定）

　　　　　　　→労働協約に反する就業規則の条項は、労働協約の適用対象者について無効となる

　　　　　　　→労働協約の適用を受けない労働者については、効力は影響を受けない

　　　　　　　→労働協約に反して無効となった就業規則は、労働協約が失効しても、復活するものでない（通説）

　【2】労働契約との関係

　　（1）強行的効力

　　　　　・就業規則で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、その部分については無効とする（労基93）

　　（2）直律的効力

　　　　　・この場合において無効となった部分は、就業規則で定める基準による（労基93）
　　　　　　　→労基法より高い水準を定めた就業規則は、労働条件の最低基準として機能する（最低基準効）

　　　　　　　→「基準に達しない」もののみであり、就業規則を上回る労働契約には影響を与えない（片面的効力）

　　　　　・就業規則が労働契約の内容となり、当事者を拘束するとすれば…

　　　　　　　→就業規則の合理的な不利益変更をしても、従前の労働契約は残ったままになる？

　　　　　　　→労働契約に特約がない場合には、両面的効力を有すると考える？

　【3】就業規則の法的性質
　　　　　・元来、労働条件は、労働者と使用者が対等の立場において決定すべきものである（労基2Ⅰ）が、多数の労働者を使用する近代企業においては、労働条件は、経営上の要請に基づき、統一的かつ画一的に決定され、労働者は、経営主体が定める契約内容の定型に従って、附従的に契約を締結せざるを得ない立場に立たされるのが実情であり、この労働条件を定型的に定めた就業規則は、一種の社会的規範としての性質を有するだけでなく、それが合理的な労働条件を定めているものであるかぎり、経営主体と労働者との間の労働条件は、その就業規則によるという事実たる慣習が成立しているものとして、その法的規範性が認められるに至っている（民92）。就業規則は、当該事業場内での社会的規範たるにとどまらず、法的規範としての性質を認められるに至っているものと解すべきであるから、当該事業場の労働者は、就業規則の存在や内容を現実に知っていると否とにかかわらず、また、これに対して個別的に同意したかどうかを問わず、当然に、その適用を受ける（百選26秋北バス事件）

　　　　　　　→「契約内容は約款による」との事実たる慣習が存在すれば、その約款は、「事前の開示」と「内容の合理性」を要件に契約としての拘束力が認められる

　　　　　　　→「契約内容は就業規則による」との事実たる慣習が存在すれば、その就業規則は「事前の開示」と「内容の合理性」を要件に契約としての拘束力が認められる

　　　　　　　→就業規則を約款とすれば、同意なき変更に拘束力を認めることは論理的に困難になる

　【4】就業規則の不利益変更の拘束力
　　（1）就業規則の合理性

　　　　　・新たな就業規則の作成や変更によって、既得の権利を奪い、労働者に不利益な労働条件を一方的に課することは、原則として、許されないと解すべきであるが、労働条件の集合的処理、特にその統一的かつ画一的な決定を建前とする就業規則の性質からいって、当該規則条項が合理的なものである限り、個々の労働者において、これに同意しないことを理由として、その適用を拒否することは許されないと解すべき（百選26秋北バス事件）

　　（2）合理性の判断基準

　　　〔a〕変更の必要性と変更内容の合理性

　　　　　・合理的なものであるとは、当該就業規則の作成や変更が、その必要性及び内容の両面からみて、それによって労働者が被ることになる不利益の程度を考慮しても、なお労使関係における当該条項の法的規範性を是認することができるだけの合理性を有するものをいう。とくに、賃金や退職金など、労働者にとって重要な権利や労働条件に関して実質的に不利益を及ぼす就業規則の作成変更については、そのような不利益を労働者に法的に受忍させることを許容することができるだけの高度の必要性に基づいた合理的な内容のものである場合において、その効力を生ずる。具体的には、労働者が被る不利益の程度／使用者側の変更の必要性の内容や程度／変更後の就業規則の内容自体の相当性／代替措置その他関連する他の労働条件の改善状況／労働組合等との交渉の経緯／他の労働組合や他の従業員の対応／同種事項に関するわが国の一般的状況－などを総合考慮して判断すべきである（百選28第四銀行事件）

　　　〔b〕多数組合の同意の扱い

　　　　　・本件就業規則の変更は、行員の90％（50歳以上の行員の60％）で組織される組合との交渉、合意を経て、労働協約を締結した上で行われたものであるから、変更後の就業規則の内容は、労使間の利益調整がされた結果としての合理的なものであると一応推測することができる（百選28第四銀行事件）
　　　　　　　→多数組合との合意があれば、合理性が推定されるのか？

　　　　　　　→就業規則の不利益変更の問題を、将来に向けた労働条件の設定をめぐる利益紛争ととらえ、本来的には裁判所による判定ではなく労使間の合意により決すべき事柄とすれば、多数組合との合意を重視する方向へ（合理性判断の予見可能性、法的安定性は増す）

　　　　　　　→労働協約の非組合員への拡張が労組17条より緩い要件で認められるのと同じ結果になってしまう？

　　　　　・労働者の被る不利益性の程度や内容を勘案すると、賃金面における変更の合理性を判断する際に、労組の同意を大きな考慮要素とすることは相当ではない（百選28みちのく銀行事件）

　　　　　　　→労働協約は本人の自由意思による組合加入という面で正統化されるが、就業規則は…（西谷）

　　　〔c〕代替措置や経過措置

　　　　　・労働者側の不利益性判断に大きな影響

　　　　　　　→不利益を緩和する何らの措置も設けられずにした本件変更は特段の事情ない限り不合理（第四銀行事件反対意見）

　【5】就業規則の効力発生要件

　　（1）最低基準効

　　　　　・「作成⇒意見聴取⇒届出⇒周知⇒施行」のどの段階で効力が発生するのかの問題

　　　　　　　→各義務違反があっても、最低基準効は発生する（義務の不履行により効果を免れるのは不合理）

　　　　　　　→実質的周知がなければ、最低基準効は発生しない？（菅野）

　　（2）契約内容規律効

　　　　　・使用者が労働者を懲戒するには、あらかじめ就業規則において懲戒の種別及び事由を定めておくことを要するが、就業規則が法的規範としての性質を有するものとして、拘束力を生ずるためには、その内容を適用を受ける事業場の労働者に周知させる手続が採られていることを要する（判例）

　　　　　　　→「周知させる手続」は労基106条1項所定の周知手続なのか？

　　　　　・意見聴取＋届出＋実質的周知（知ろうと思えば知ることができる状態）が効力発生の要件

　　　　　　　→常時10人未満の使用者の場合は、実質的周知が効力発生の要件

2章　採用と内定・試用

2-1採用の自由

［1］根拠と限界

　　　　　・契約自由の原則＋憲法22条＋憲法29条

　　　　　・公正公平な社会の実現の観点から、公共の福祉（憲22条）／勤労権保障（憲27条）／平等原則の制約

［2］採用の自由の内容

　【1】雇入れ人数決定の自由

　【2】募集方法の自由→採用方法や採用基準

　【3】選択の自由

　　（1）不当労働行為――――――――→組合所属や活動を理由とする採用拒否は不当労働行為にあたる（労基7①）

　　（2）男女雇用機会均等法による制限→強行規定

　　（3）障害者雇用促進法による制限

　　（4）雇用対策方法による制限（高齢者雇用安定化法など）

　　（5）労働者派遣法による制限

　　（6）思想信条による採用拒否

　　　　　・憲法は思想信条の自由／法の下の平等を保障すると同時に財産権の行使や営業活動の自由も基本的人権として保障しているから、企業者は法律などによる特別の制限がない限り原則として自由に採用を決定できる。労基法3条は、雇入れ後における労働条件の制限であって、雇入れそのものを制約する規定ではなく、思想信条を理由とする採用拒否が直ちに不法行為とならないことも明らかであり、その他公序良俗違反とすべき根拠もない。したがって思想信条を調査し、関連事項について申告を求めることも違法行為とすべき理由はない（百選9）
　　　　　　　→思想信条はそもそも労働能力と関係がない上、労働者の人格の中核をなすものであり、私人間にも尊重されるべき

　　　　　　　→労働者の精神的自由は企業の経済的自由より優位に立つ（二重の基準論）

　　　　　　　→思想信条を理由とする雇入れ拒否は一般に求職者の思想信条に対する著しい社会的圧迫
　　　　　　　→雇入れにおける思想信条の自由の尊重を公序として構成して、思想信条に対する社会的偏見を積極的に排除するのが、国民の基本権を保護する責務を負う国の役割

　　　　　　　→思想信条は個人の人格の中核に係わるプライバシー情報であり、その開示は自己決定に委ねられる

　　　　　　　→特別の職業上の理由で調査が不可欠＋本人に目的を示して収集するような例外的場合を除いて調査や申告を強要することは違法と評価すべき

　　（7）健康診断による採用拒否

　　　　　・職務の適正配置／今後の健康管理の基礎資料であって、応募者の適性と能力の判断材料として本当に必要であるかどうかは慎重に検討すべき（行政解釈）

　　　　　・HIV抗体検査は、客観的かつ合理的な必要性が認められ、検査を受ける者の承諾がある場合に限り正当な行為として違法性が阻却される（裁判例）
　　　　　　　→情報を得た場合であってもこれを保持する義務を負い、第三者への漏洩はプライバシー侵害（裁判例）
2-2採用内定

［1］新規学卒者の採用プロセス

［2］内定取消しをめぐる問題

　【1】新卒者に対する採用内定の法的性質
　　　　　・契約締結過程説―――――――→期待権侵害の不法行為／契約締結上の過失による損害賠償

　　　　　・予約説―――――――――――→予約破棄に対する損害賠償請求

　　　　　・条件付労働契約説――――――→卒業の有無を解除条件／停止条件とする労働契約

　　　　　・始期付解約権留保付労働契約説→現に働いている者とは異なるクビ切り事由と設けた労働契約の成立

　　　　　　　→効力始期付＝内定期間中、労働契約は効力を有さない（期間中の留保解約権は行使できなくなる？）

　　　　　　　→就労始期付＝内定期間中、就労を予定する権利義務のみが効力を有さない

　　　　　　　　　　　　　＝内定期間中、一定の権利義務が発生する（ex守秘義務／就業規則や労基法の適用）

　　　　　・採用内定の法的性質を判断するに当たっては、当該企業の採用内定の事実関係に即して検討する必要がある。本件では採用内定通知のほかに労働契約締結の特段の意思表示が予定されていなかったことを考慮すると、会社からの募集（申込みの誘引）に対して原告が応募したのは労働契約の申込みであり、これに対する会社の採用内定通知は申込みに対する承諾であって、原告の誓約書の提出とあいまって、会社との間に原告の就労の始期を大学卒業後として、それまでの間は誓約書記載の採用内定取消事由に基づく解約権を留保した労働契約が成立したと解するのが相当である（百選10）
　【2】採用内定取消しの適法性

　　　　　・解約権留保であるとはいえ、卒業後の就労を期待して他企業への就職の機会と可能性を放棄するのが通例であるから、就労の有無という違いはあるが、採用内定者の地位は試用期間中の地位と基本的に異なることはない。したがって内定期間中の留保解約権の行使は、内定当時知ることができず／知ることが期待できないような事実であって、解約権留保の趣旨目的に照らして客観的に合理的と認められ、社会通念上相当として是認することができるものに限られる。「当初から不適格と思われたが、それを打ち消す材料が出るかもしれないと思って採用内定したが、そのような材料が出なかった」というのは、社会通念上相当として是認することはできない（百選10）
　【3】採用内々定

　　　　　・入社申込みをする意思があるかを確認する行為（契約締結段階）にすぎない？

　　　　　　　→誓約書の提出などがあれば、労働契約の締結の予約と解される余地も…

　【4】採用内定者の入社辞退

　　　　　・2週間前の解約の意思表示があれば、信義則に反するなど特段の事情のない限り解約できる（民627Ⅰ）

　【5】中途採用者の内定

　　　　　・ほとんど労働契約の成否と重なる（労働条件や勤務開始日など根幹が決まっていれば労働契約成立）

［3］採用内定関係

　【1】入社日の意義

　【2】内定と労働条件の明示（労基15）

　【3】内定取消と解雇予告（労基20）

　　　　　・試用期間中については解雇予告は適用除外（労基21）との均衡から、解雇予告規制は適用外

　　　　　　　→2週間の予告期間は必要になる（民627Ⅰ）

2-3試用

［1］典型的制度

　　　　　・試用期間＝本採用に先立ち、能力や資質など労働者の適格性を判断するための実験観察期間
［2］本採用拒否をめぐる問題

【1】試用期間の法的性質
　　　　　・別個契約説――――――→本採用するか決定するための期間の定めのある特別な労務提供契約

　　　　　・解約権留保付労働契約説→本契約者のクビ切り事由＋α

　　　　　・試用期間の性質は、就業規則／企業内の処遇の実情／慣行などに判断すべきであるが、本件雇用契約は解約権留保付雇用契約であり、本採用拒否は留保解約権の行使すなわち雇入れ後の解雇にあたる（百選11）
　【2】本採用拒否の適法性

　　　　　・法が解雇に制限を加えている趣旨／企業が一般的に個々の労働者に対して社会的に優越した地位にあること／試用者は本採用を期待して他企業への就職の機会と可能性を放棄していること－などを考慮すると、留保解約権の行使は、解約権留保の趣旨目的に照らして客観的に合理的な理由が存し、社会通念上相当として是認されうる場合、すなわち、企業者が採用決定後における調査の結果によりor試用中の勤務状態などにより、当初知ることができずor知ることが期待できないような事実を知るに至った場合において、そのような事実に照らして引き続き雇用しておくのが適当でないと判断するのが客観的に相当と認められる場合に許される（百選11）
［3］試用法理の拡張

　【1】期間雇用的な過渡的労働関係への拡張

　　　　　・雇用契約に期間を設けた場合において、その趣旨目的が労働者の適性を評価判断するためのものであるときは、期間の満了により雇用契約が当然に終了する旨の合意が成立するなど特段の事情がない限り、期間は契約の存続期間ではなく試用期間であると解するのが相当。「30年でも40年でも頑張ってくれ」と言われたこと／開校2年目で期限付職員を採用する必要性があったと思われないこと／原告が雇用の継続を期待するもっともな事情があったこと―などから、特段の事情が認められるとするには疑問が残る（百選86）
　【2】その他の拡張

3章　個別的労働関係の条件

3-1賃金

［1］賃金の意義

　【1】賃金の意義

　　　　　・この法律で賃金とは、［賃金／給料／手当／賞与／その他名称］の如何を問わず、労働の対償として使用者が労働者に支払うすべてのものをいう（労基11）
　【2】具体的検討

　　（1）任意的恩恵的給付

　　　　　・結婚祝金／病気見舞金／慶弔禍福の給付／退職手当…

　　　　　　　→労働協約や就業規則により支給条件が明確化され、使用者に支払義務が発生するものは「賃金」

　　（2）福利厚生給付

　　　　　・資金貸付／金銭給付／住宅貸与／共同利用施設…

　　　　　　　→労働の対償としてではなく、福利厚生のために支給するもの

　　（3）企業設備や業務費

　　　　　・作業服／出張旅費／通勤手当

　　　　　　　→労働の対償としてではなく、企業が業務遂行のため負担するもの

　　　　　　　→通勤手当は、本来的に労働者が負担すべきものであり、支給条件が明確化されていれば「賃金」

　　（4）ストック・オプション

　　　　　・発生する時期や額は労働者の判断に委ねられており、労働の対償とはいえない

　　　　　　　→ストック・オプションを賃金の一部として取り扱うことは、労基24条に違反する

　　　　　　　→ストック・オプションも労働条件の1つではあるから、就業規則への記載は必要（労基89⑩）

　　　　　　　→所得税法上は、給与所得扱い

［2］賃金に関する民法の諸原則

　【1】民法規定

　　　　　・雇用は、当事者の一方が相手方に対して労働に従事することを約し、相手方がこれに対してその報酬を与えることを約することによって、その効力を生ずる（民623）
　　　　　・労働者は、その約した労働を終わった後でなければ、報酬を請求することができない（民624Ⅰ）
　　　　　・期間によって定めた報酬は、その期間を経過した後に、請求することができる（民624Ⅰ）
　【1】賃金請求の要件事実

　　（1）労働契約の成立

　　（2）請求に対応する期間の労務の終了

　　　　　・使用者が労務を受領し、労働者が実際に労務を履行したことが必要（通説）

　【2】履行不能の場合の賃金請求の要件事実（民536Ⅱ）

　　（1）労働契約の成立
　　（2）債務の本旨に従った労務の提供

　　　　　・労働者が職種や業務内容を特定せずに労働契約を締結した場合においては、現に就業を命じられた特定の業務について労務の提供が十分にできないにしても、その能力／経験／地位／当該企業の規模／職種／労働者の配置／異動の実情や難易－に照らして、労働者が配置される現実的可能性があると認められる他の業務について労務の提供をすることができ、その提供を申し出ているならば債務の本旨に従った履行の提供として認められる（百選18）

　　　　　・使用者の受領拒否が明確な場合には、履行の意思と能力があれば、本旨に従った労務の提供といえる

　　　　　　　→不当解雇であっても、新たな職場に専念しているときは、履行の意思があるとはいえない？

　　　　　　　→生活費確保のために他に就職しただけでは履行の意思の放棄とはいえない？（中間収入との均衡）

　　（3）労働債務の履行不能
　　（4）履行不能が使用者の責めに帰すべき事由によること

　　　　　・客観的事由（ex工場の消失）／主観的行為（ex不当解雇による就労拒否）

　　　　　・労働者の一部によるストライキが原因で、ストライキに参加しなかった労働者が労働することが社会観念上不能または無価値となり、その労働義務を履行することができなくなった場合、危険負担の問題として考察すべきであるが、ストライキは使用者が制御できるものではないことを考慮すると、使用者が不当労働行為の意思その他不当な目的をもって、ことさらストライキを行わしめたなどの特別の事情がない限り、ストライキは債権者の責めに帰すべき事由にはあたらない（百選112）

［3］賃金に関する労基法の規制

　【1】労使交渉の法的基盤の整備

　　　　　・憲法28条／労働組合法／労働関係調整法

　【2】賃金の底抜け防止

　　　　　・賃金の最低基準に関しては、最低賃金法の定めるところによる（労基28）
　【3】賃金の支払確保

　　　　　・賃金は、通貨で、直接労働者に、その全額を支払わなければならない（労基24Ⅰ）

　　　　　・賃金は、毎月1回以上、一定の期日を定めて支払わなければならない（労基24Ⅱ）
　　　　　・使用者は、労働者が［出産／疾病／災害／その他厚生労働省令で定める非常の場合］の費用に充てるために請求する場合においては、支払期日前であっても、既往の労働に対する賃金を支払わなければならない（労基25）
　【3】労働不能の場合の賃金保障

　　　　　・使用者の責に帰すべき事由による休業の場合においては、使用者は、休業期間中当該労働者に、その平均賃金の100分の60以上の手当を支払わなければならない（労基26）
　　　　　・出来高払制その他の請負制で使用する労働者については、使用者は、労働時間に応じ一定額の賃金の保障をしなければならない（労基27）
　　　　　・業務上の傷病による休業補償給付（労災14）／私傷病による傷病手当金（健保99）

　【4】一定事由による差別の禁止

　　　　　・使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、労働時間その他の労働条件について、差別的取扱をしてはならない（労基3）
　　　　　・使用者は、労働者が女性であることを理由として、賃金について、男性と差別的取扱いをしてはならない（労基4）
　　　　　・不当労働行為（労組7①）

［4］賃金体系と賃金支払形態

　【1】賃金体系

　　（1）所定内賃金

　　　〔a〕基本給

　　　　　・仕事給や属人給

　　　　　・出来高払制その他の請負制で使用する労働者については、使用者は、労働時間に応じ一定額の賃金の保障をしなければならない（労基27）
　　　　　　　→基本給全額を出来高にすることはできず、一定額の支給が求められる

　　　〔b〕諸手当

　　　　　・生活関連手当→家族手当／住宅手当／通勤手当

　　　　　・職務関連手当→資格手当／役職手当／精皆勤手当

　　（2）所定外賃金

　　　　　・時間外手当／特殊勤務手当／休日出勤手当

　【2】賃金支払形態

　　（1）賞与

　　　〔a〕賞与の性格

　　　　　・支給対象期間の勤務に対応する賃金／功労報償的性格／生活費補填的性格／将来の労働への意欲向上

　　　　　　　→支給基準が明確化され、使用者に支払義務が発生する場合には「賃金」に該当する

　　　〔b〕支給日在籍要件
　　　　　・支給日に在籍している者に対してのみ賞与が支給されるという慣行が存在し、就業規則の改訂は従業員組合の要請によって慣行を明文化したにとどまるものであるから、その内容においても合理性を有する。したがって、支給日前に退職した者は賞与について受給権は有しない（判例）

　　　　　　　→賞与を労働の対償とすれば、算定期間に在籍する限り、賞与請求権はある（肯定説＝学説）

　　　　　　　→退職の時期を自由に決定できない場合（定年退職や整理解雇）は肯定すべき？（原則否定説＝菅野）

　　　〔c〕サイニングボーナス

　　　　　・本件サイニングボーナスは、原告会社と雇用契約を結んだときに支払われる金員であって、成約を確認し勤労意欲を促すことを目的して交付される性質を有するほか、１年内に自らの意思で退職した場合にはその全額を返還することを約することで、一定期間企業に拘束されることに対する対価としての性質をも有している。労働者に労務提供に先行して経済的給付を与え、一定期間労働しない場合は当該給付を返還する等の約定を締結し、一定期間の労働関係の下に拘束するという、いわゆる経済的足止め策も、その経済的給付の性質／態様／当該給付の返還を定める約定の内容に照らし，それが当該労働者の意思に反して労働を強制することになるような不当な拘束手段であるといえるときは、労基法5条／16条に反し、当該給付の返還を定める約定は，同法13条／民法90条により無効である（裁判例）
　　（3）退職金

　　　〔a〕退職金の性格

　　　　　・賃金の後払い（算定基礎賃金×支給率）／功労報償的性格（勤続年数による支給率逓増／退職事由…）

　　　　　　　→支給条件が明確化され、使用者に支払義務が生じる場合には「賃金」に該当する

　　　　　　　→退職金（退職手当）は就業規則に規定され（労基89③の2）、その改訂は就業規則の変更の問題

　　　〔b〕懲戒解雇における没収条項

　　　　　・退職金の支払制限規定は、退職金が功労報償的な性格を有することに由来するものであるが、他方、退職金は賃金の後払い的な性格を有し、従業員の退職後の生活保障という意味合いをも有する。従業員は、退職金の受給を見込んで生活設計を立てるなど合理的な期待を有しているのであるから、本件のように賃金の後払い的性格が強い退職金について、その退職金全額を不支給とするには、それが当該労働者の永年の勤続の功を抹消してしまうほどの重大な不信行為であることが必要である。もっとも、退職金は功労報償的性格を有し、支給の可否には会社側に一定の合理的な裁量の余地があるから、職務外の非違行為が強度な背信性を有するといえない場合であっても、常に全額を支給すべきとはいえず、個別的事情に応じ、一定割合を支給すべきものである（裁判例）

　　　〔c〕退職金不支給条項
　　　　　・退職後の同業他社への就職をある程度の期間制限することをもって直ちに社員に職業の自由等を不当に拘束するものとは認められない。支給額を一般の自己都合退職の半額と定めることも、本件退職金が功労報償的な性格を併せ有することにかんがみれば、合理性のない措置ともいえない。すなわち、制限違反の就職により、勤務中の功労に対する評価が減殺され、退職金の権利そのものが自己都合退職の半額の限度でしか発生しないこととする趣旨であるから、退職金が労基法上の賃金にあたるとしても、同法3条／16条（損売賠償の予定の禁止）／24条（全額払いの原則）に反するものではない（百選48）

　　　　　　　→退職金は、退職という期限の到来により発生する（退職金≠未払い賃金）

　　　　　　　→支給制限条項が合理的かどうかが問われる

　　　　　　　→退職金の不支給による競業避止義務は間接的なものに過ぎないが…
　　　　　　　→退職金を減額支給するほど＝勤続の功を減殺するだけの背信性があったか否かが問われるべき

　　　　　　　→判断要素は、支給制限の必要性／減額率の妥当性／競業禁止の範囲／退職の経緯／具体的損害…

　　〔d〕退職年金

　　　　　・百選49

【3】人事考課制度

　（1）意義

　　　　・労働者の能力や成果を評価し、その結果を基本給／賞与／処遇に反映させる

　　　　　　→業績考課（達成された業績）／能力考課（職務能力）／情意考課（意欲や協調性など）

　　　　　　→賃金算定方法としては有効（賃金決定の方法に対する法規制はない）

　　　　　　→学説上は、基準や結果の開示／苦情申立制度／双方向手続（目標管理制度）を義務付ける方向へ
　（2）人事考課の法的性質
　　　〔a〕裁量権の行使

　　　　　・「公正に権利を行使する」という裁量を逸脱した場合は、不法行為を構成

・使用者は各級該当能力判断について大幅な裁量権を有しているが、賃金規定や人事考課規定に「人事評定期間を当該年度」としているのに反し、過年度の事情を考慮して昇級査定を行った場合は、裁量権の逸脱により、賃金規定や人事考課規定によって正当に査定されこれに従って昇給する利益を侵害する不法行為となる（百選34）
　　〔b〕労働契約上の義務
　　　　　・適正評価義務／公正評価義務／成果評価を公正に行うべき信義則上の義務に違反すれば、債務不履行
　　　　　　→履行請求も視野に（労働審判など）

　　　　・「公正」とは？

　　　　　　→「制度や手続の公正さ」＋「評価それ自体の公正さ」

　　　　　　→「設定の公正性（評価基準の客観性や合理性）」＋「適用の公正性（基準適用や評価結果）」
【4】年俸制

　　（1）意義
　　　　　・労働者の業績等に関する目標の達成度を評価して、賃金を年単位に設定

　　　　　　　→賃金の決定基準から労働時間という要素が排除される

→管理監督者や裁量労働者などを除き、割増賃金支払義務は発生する

　　（2）年度途中での引き下げ
　　　　　・年俸制度の類型により可否が決せられる
　　　　　　　→年度当初に確定する場合は×／年度末に確定する場合（調整型）は○

［5］平均賃金

　　　　　・この法律で平均賃金とは、これを算定すべき事由の発生した日以前3カ月間にその労働者に対し支払われた賃金の総額を、その期間の総日数で除した金額をいう（労基12）
　　　　　　　→解雇予告手当／休業手当／年次有給／災害補償／減給などの算定基礎に
［6］賃金支払の諸原則
　　　　　・賃金は、毎月1回以上、一定の期日を定めて支払わなければならない（労基24Ⅱ）

→ただし、［臨時に支払われる賃金／賞与／その他これに準ずるもので厚生労働省令で定める賃金］については、この限りでない（労基24Ⅱ但）
　【1】通貨払いの原則

　　　　　・賃金は、通貨で、直接労働者に、その全額を支払わなければならない（労基24Ⅰ）

　　　　　　　→現物給与を禁止するのが趣旨

　　　　　　　→ただし、［法令や労働協約に別段の定めがある場合／厚生労働省令で定める賃金について確実な支払の方法で厚生労働省令で定めるものによる場合］においては、通貨以外のもので支払うことができる（労基24Ⅰ但）

　　　　　　　→法令は存在しない／労働協約を締結した場合は当該組合員にのみ効力が及ぶ
　　　　　　　→省令は、賃金の口座振込／退職手当の小切手や郵便為替による支払…
　【2】直接払いの原則

　　　　　・賃金は、通貨で、直接労働者に、その全額を支払わなければならない（労基24Ⅰ）

　　　　　　　→中間搾取を排除して労働者の生活を保護する趣旨
　　（1）代理人への支払

　　　　　・未成年者は、独立して賃金を請求することができ、［親権者／後見人］は、未成年者の賃金を代って受け取ってはならない（労基59）
　　　　　　　→任意代理人への支払も禁止される（労働者が第三者に賃金受領権限を与える委任契約は無効）
　　（2）使者への支払
　　　　　・本人の受領が確実視できる場合には適法とされる

　　（3）賃金債権の譲渡
　　　　　・労働者が賃金の支払を受ける前に賃金債権を他に譲渡した場合においても、その支払についてはなお労基法24条1項が適用され、賃金債権の譲受人は、自ら使用者に対して支払を求めることは許されない（百選42）
　　　　　　　→賃金債権の譲渡そのものは有効とされる（取立権能の留保？履行方法を定めた？使用者には無効？）
　　　　　　　→譲受人は、賃金の差押えがあれば第三者異議／賃金が労働者に支払われれば不当利得返還
　　（4）賃金債権の差押え
　　　　　・国税徴収法や民事執行法による差押えがあれば、差押債権者への弁済は有効
　【3】全額払いの原則
　　（1）意義

　　　　　・賃金は、通貨で、直接労働者に、その全額を支払わなければならない（労基24Ⅰ）

　　　　　　　→また、［法令に別段の定めがある場合／当該事業場の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合との書面による協定がある場合／労働者の過半数で組織する労働組合がないときは労働者の過半数を代表する者との書面による協定がある場合］においては、賃金の一部を控除して支払うことができる（労基24Ⅰ但）

　　　　　　　→法令は、給与所得税の源泉徴収／社会保険料の控除など
　　（2）相殺
　　　　　・労働者の賃金は、労働者の生活を支える重要な財源で、日常必要とするものであるから、これを確実に受領させて生活に不安がないようにすることが労基法24条の趣旨であり、使用者が労働者に対して有する債権をもって相殺することを許さないとの趣旨を包含する（判例）
　　　　　・使用者は、［前借金／その他労働を条件とする前貸の債権］と賃金を相殺してはならない（労基17）
　　　　　　　→17条違反は24条違反よりも罰則が強化され、前借金の相殺につき特に明示的に禁止したもの
　　　　　　　→17条の存在をもって、24条が相殺を許容する趣旨とは考えない

　　（3）調整的相殺
3-2労働時間

3-3企業秩序と統制・人事

［1］企業秩序

　【1】法規制

　　　　　・種類や程度の関する事項は就業規則に定めなければならない（労基89⑨）

　　　　　・減給は、1回の減給は1日分の半分まで／減給が重なっても支払賃金の10％まで（労基91）

　【2】服務規律

　　　　　・就業／業務命令／業務遂行／施設利用／信用保持－などについて就業規則で規範を設定

　【3】企業秩序

　　　　　・債務の本旨に従った労務提供義務の履行には一定の共同作業秩序を遵守が不可欠

　　　　　　　→労働契約に内包される付随的義務として企業秩序遵守義務を負う

　　　　　　　→限界は「労務提供義務の履行（それに関連するもの）」に限られる

　　　　　　　→企業秩序に対する抽象的な危険しか認められない場合／人格や自由の過度の介入となる場合

　【4】調査協力義務
　　　　　・労働者は労働提供義務に付随して企業秩序遵守義務等を負うが、企業の一般的支配に服するものではない。調査対象たる違反行為の性質／当該労働者の違反行為の見聞と職務行為との関連／より適切な調査方法の有無－などを総合考慮して、調査協力が労務提供義務を履行する上で必要かつ合理的でなければならない（判例）
　　　　　・所持品検査は、被検査者の基本的人権に関する問題であって、その性質上つねに人権侵害のおそれを伴うものであるから、たとえ企業の経営／維持に必要かつ効果的であっても、就業規則で条項化され組合の同意があるとしても、当然に適法視されるものではない。問題は検査の方法／程度であって、所持品検査は①必要とする合理的理由に基づいて、②一般的に妥当な方法と程度で、しかも③制度として従業員に対して画一的に実施されるものでなければならない。このような所持品検査が④就業規則など明示の根拠に基づいて行われるときは、代替措置が絶無ではないとしても、従業員は個別的に方法や程度が妥当性を欠くなど特段の事情がない限り、検査を受忍すべき義務がある（百選77）
　　　　　　　→この要件では抽象的にすぎる？基本的人権の侵害にならない範囲をどう設定するか

　　　　　　　→懲戒処分は認めても解雇を避ける手法（秩序をみだしていない／解雇とするほど重大悪質でない…）

［2］懲戒

　【1】懲戒処分の根拠と限界

　　　　　・懲戒権＝企業秩序違反行為をした労働者を秩序の維持回復を目的に制裁する使用者の権利

　　　　　・労働者は労働契約によって労務提供義務を負うとともに企業秩序を遵守すべき義務を負い、使用者は広く企業秩序を維持し、もって企業の円滑な運営を図るために、労働者の企業秩序違反行為を理由として一種の制裁罰である懲戒を課すことができる（百選73）
　　　　　　　→企業秩序遵守義務を負うとしても、義務違反に対する手段として当然に懲戒が導かれるものではない

　【2】懲戒の手段

　　（1）けん責・戒告

　　　　　・始末書の提出を伴うものがけん責／伴わずに将来を戒めるに過ぎないものは戒告

　　　　　　　→始末書提出命令の拒否をもってさらに懲戒処分を課すことは？

→二重の処分とみれば一事不再理の原則に反する／謝罪を強制する始末書はそもそもできない？

→報告書や顛末書に過ぎないのであれば、始末書提出は業務命令であり、処分も可能？

→裁判例は分かれる

　　（2）減給

　　（3）出勤停止

　　　　　・出勤停止中は賃金が支払われず、勤続年数にも算入されない

　　　　　　　→調査の必要など前置措置としての出勤停止は業務命令であって、賃金支払義務は残る

　　（4）懲戒解雇

　　　　　・解雇予告や予告手当の支払なく即時になされる

　　　　　　　→退職金の不支給は、労働契約の内容になっていること（規定の明記）が必要

　　　　　　　→退職金不支給規定は公序良俗に反するものではないが、退職金は功労報償的性格を有するので…

→それまでの勤続の功労を抹消／減殺するほど著しく信義に反する場合に限定？

　【3】懲戒事由
　　（1）経歴詐称
　　　　　・雇用関係は信頼関係に基礎を置く継続的な契約関係であるから、労働力評価に直接関わる事項ばかりでなく、職場への適応性／貢献意欲／企業の信用保持－など企業秩序の維持に関する事項についても必要かつ合理的な範囲内で申告を求められた場合には、信義則上、真実を告知すべき義務を負う。本件において最終学歴は労働力評価だけでなく企業秩序維持にも関する事項であるが、公判継続中であることは該当しない（百選75）
　　（2）職務懈怠

　　　　　・それ自体では単なる債務不履行にすぎず、職場秩序を乱したと認められることが必要

　　（3）業務命令違反

　　（4）業務妨害→不当な争議行為

　　（5）職場規律違反

　　　　　・職場内での政治活動は、職場は業務遂行のための場であって政治活動など私的活動の場でないだけでなく従業員相互の政治的対立／企業の施設管理の妨害／他の従業員の業務遂行の妨害／他の従業員の休憩時間の自由利用を妨げてその後の作業能率を低下させる－おそれなど、企業秩序の維持に支障をきたすおそれが強いものであるから、就業規則による政治活動の禁止は合理的な定めとして許される（百選76）
　　　　　　　→企業秩序を乱すことの抽象的危険で足りるのか／具体的危険が必要なのか

　　　　　　　→労働者の表現の自由を重視すれば、具体的危険を求める方向

　　　　　　　→就業規則の限定解釈／同意があり有効とした上で懲戒権の濫用として対処

　　（6）私生活での非行

　　　　　・職場外でなされた職務遂行に関係のない所為であっても、企業秩序に直接関連を有するものもあり、それが規制の対象となりうることは明らか。企業は社会で活動するものであるから、社会的評価の低下毀損は企業の円滑な運営に支障をきたすおそれがあり、社会的評価の低下毀損につながるおそれがあると客観的に認められる所為については、職務遂行に関係のないものであっても規制の対象とすることが許される場合がある（判例）
　　　　　・従業員の不名誉な行為が会社の対面を著しく汚したというためには、必ずしも具体的な業務阻害や取引上の不利益の発生を必要としないが、当該行為の性質／情状／会社の種類／態様／規模／従業員の地位－など諸般の事情を総合考慮して、会社の社会的評価に及ぼす悪影響が相当重大であると客観的に評価される場合でなければならない（判例）
　　　　　・飲酒による住居侵入容疑での逮捕は恥ずべき行為ではあるが、私生活の範囲内で行われたものであること／刑罰が罰金2500円程度にとどまったこと／工員であって指導的地位にはなかったこと－を考慮すれば、会社の対面を著しく汚したと評価するにはあたらない（百選78）
　　　　　・兼業の禁止について、就業時間外は本来労働者の自由な時間であるが、自由時間を適度な休養に用いることは誠実な労務提供のための基礎的条件をなすものであるから、使用者としても時間の利用について関心を持たざるを得ず、兼業の内容によっては企業の経営秩序を害し／対外的信用を傷つける場合もあるから、兼業の拒否を会社の承諾にかからしめる就業規則は合理性がある（裁判例・百選19）
　　　　　　　→兼業禁止は労務提供との関係でのみ合理性を有するにすぎない

　　　　　　　→事前規制ではなく、債務の本旨に従った労務提供がなされない場合の事後規制で十分？

　　　　　　　→企業秩序違反への具体的危険を厳格に求める手法／他企業との継続的雇用に入る場面に限定する手法

　【4】懲戒処分の有効要件

　　（1）罪刑法定主義類似の諸原則

　　　　　・懲戒事由と懲戒の種類程度の就業規則による明記（労基89⑨）

　　　　　　　→不遡及の原則／一事不再理の原則

　　　　　・処分後に判明した非違行為を懲戒処分の理由に追加する場合、懲戒は一種の秩序罰を科するものであるから、具体的な懲戒の適否は、理由とされた非違行為との関係で判断されるべきものであり、懲戒当時に使用者が認識していなかった非違行為は、特段の事情のない限り、懲戒理由とされたものでないことは明らかであるから、それをもって懲戒の有効性を根拠付けることはできない（百選74）
　　（2）平等取扱いの原則

　　　　　・従来黙認してきた行為を処分するには、事前の十分な警告が必要

　　（3）相当性の原則

　　　　　・行為と制裁がつり合っていることが必要→釣り合っていなければ懲戒権の濫用（特に懲戒解雇）

　　（4）適正手続

　　　　　・組合との協議／懲戒委員会の決議が要求される場合は当該手続／規定なくとも告知聴聞の機会は必要

［3］人事

　【1】教育訓練

　【2】昇進

　　　　　・組織における管理監督権限／指揮監督権限の上下関係における役職の上昇を指す場合

　　　　　・役職をも含めた職務遂行上の地位の上昇を意味する場合

　　　　　　　→職務遂行能力や適正を総合的に評価して行われる裁量的判断（経済活動の自由＝憲22Ⅰ、29）

　　　　　　　→違法となるのは、国籍／社会的身分／信条による差別（労基3）／性別による差別（均等6）／組合による差別（労組7①）くらい…

　　　　　　　→上記差別があったとしても、昇進請求権までは認められず、不法行為で処理

　【3】昇格・昇級

　　　　　・客観的な職能要件を基礎にした人事考課によって職務遂行能力を測定

　　　　　　　→職務遂行能力に基づいて資格／等級を与えて処遇する人事制度（職能資格制度）

　　　　　・昇進よりは経済的待遇という側面が重視されやすい

　　　　　　　→不当労働行為に該当する場合は、労働委員会によって、あるべき昇級／昇格を命じることができる

　　　　　　　→国籍等による差別／性別による差別の場合は、不法行為で処理

　【4】降格・降職

　　　　　・職位や役職を引き下げる場合

→懲戒としてなら、懲戒権の発生（就業規則の明記／相当性…）＋濫用でないことが必要

→人事としてなら、業務命令権の発生（労働契約の範囲内）＋濫用でないことが必要

　　　　　・職能資格制度上の資格を引き下げる場合

　　　　　　　→いったん備わったと判断された職務遂行能力を引き下げることは、心身の障害など特段の事情がない限り予定されておらず、降格に関する労使慣行もなく、採用時の合意もない場合には、降格や降級を行う法的根拠がない（百選35）
　　　　　　　→降格は一方的な賃金引下げであり、就業規則や合意なくして行うことはできない

　　　　　・年功的ではなく、能力評価によって降格を含めた職分格付けができる制度の場合

　　　　　　　→使用者は各級該当能力判断について大幅な裁量権を有しているが、賃金規定や人事考課規定に「人事評定期間を当該年度」としているのに反し、過年度の事情を考慮して昇級査定を行った場合は、裁量権の逸脱により、賃金規定や人事考課規定によって正当に査定されこれに従って昇給する利益を侵害する不法行為となる（百選34）
　【5】配転

　　（1）意義

　　　　　・配転（配置転換）＝職種／勤務内容／勤務地が相当期間にわたって変更されること
　　（2）配転の法的根拠
　　　　　・包括的合意説→配転命令権は当然に労働契約から認められるが、特約による限定は否定しない

　　　　　・特約説―――→配転命令権は原則として否定されるが、明示黙約の特約がある場合は肯定される

　　　　　・労働契約説―→配転命令権は労働契約によって獲得した労務指揮権の行使

　　　　　・否定説―――→契約内容変更の申入れであり、配転には個別同意が必要

　　　　　・労働協約と就業規則に配転の定めがあり、現に従業員の転勤を頻繁に行っており、労働契約成立時に勤務地を限定する旨の合意もなされなかった本件においては、会社は個別的同意なしに勤務場所を決定して転勤を命じて労務提供を求める権限を有するものというべき（百選36）
　　　　　　　→判例は、勤務地や職種を限定する合意がない限り就業規則や実態から広範な配転命令権を認める傾向

　　　　　・かつては事実行為説に対する形成権説（労働義務の具体的内容を特定する形成権）

　　（3）配転の限界

　　　〔a〕労働契約による限界

　　　　　・勤務地や職種を限定する合意がある場合には、配転命令権は不存在＝個別合意が必要

　　　　　　　→アナウンサーとして採用されても、「当面の職種」に過ぎない？

　　　〔b〕権利濫用の有無

　　　　　・①業務上の必要性が存しない場合②必要性があっても他の不当な動機目的をもってなされた場合③労働者に通常甘受すべき程度を著しく超える不利益を負わせる場合－など特段の事情のない限りは権利の濫用にならない。業務上の必要性は、余人を持って容易に替え難いといった高度の必要性に限定するのは相当でなく、労働力の適正配置／業務の能率増進／労働者の能力開発／業務運営の円滑化－など企業の合理的運営に寄与する点が認められる限り必要性は存するといえる（百選36）
　　　　　　　→企業の利益／必要性VS労働者の不利益を比較衡量するのが原則のはずだが、③要件は…

　　　　　・単身赴任の場合は厳格に濫用性を判断するのが学説の主流

　　　　　　　→①その労働者がぜひ必要という高度の業務上の必要性

　　　　　　　→②配転期間の限定や合理的配慮（信義則に基づく配慮義務）

　　　　　　　→③手当や旅費支給など生活上の便宜供与（信義則に基づく配慮義務）

　　　　　・育児介護休業法26条による、家庭生活に対する配慮義務の明記

　　　〔c〕法令違反→均等待遇（労基3）／女性差別（均等6）／不当労働行為（労組7①④）
　　　〔d〕就業規則による限界

　　　〔e〕労働協約による限界

　　　　　・配転に関する同意条項／協議条項が、規範的効力を有するのであれば、当該配転は無効

【6】出向（在籍出向）

　　（1）意義
　　　　　・在籍出向＝雇用先企業に在籍したまま、他の企業で相当期間にわたって業務に従事すること

　　（2）出向に必要な同意の程度
・就業規則に規定があること、労働協約にも同旨の規定があり出向期間／出向中の地位／賃金／各種手当など処遇などに関して労働者の利益に配慮した詳細な規定が設けられていること－から、個別的同意なしに在籍出向を発令することができる。本件出向は、業務委託に伴うものであり出向期間の長期化が予想されるが、出向元との労働契約関係の存続自体が形骸化しているとはいえない以上、直ちに転籍と同視することはできない（百選37）
　　（3）出向の限界

・業務委託の経営判断が合理性を欠くものとはいえず、出向措置を講ずる必要があったということができ、人選基準に合理性があり、具体的な人選にも不当性をうかがわせる事情もない。また労務提供先は変わるものの、業務内容や勤務場所に変更はなく、出向中の処遇に関する規定を勘案すれば、生活関係や労働条件において著しい不利益を受けるものとはいえない。発令に至る手続に不相当な点があるともいえない。これらの事情にかんがみれば、出向命令が権利の濫用とはいえない（百選37）
　（4）出向中の労働関係

　　〔a〕出向先・出向元と労働者の関係

　　　　・出向元とも出向先とも労働契約関係にある（二重の労働契約説＝通説）

　　　　　　　→少なくとも出向先と労働契約関係を結ばないと派遣法に抵触する

　　　　　　　→出向先との契約は、出向元との契約を基盤としてそれに拘束制限される特殊なもの

　　　　　・出向先で賃金未払の場合は、出向期間中は誰が支払義務を負うのか、労働者－出向元の合理的意思解釈

　　　　　　　→出向先と出向元との間で出向先が賃金を支払うことになっていたとしても労働者に影響しない

　　　〔b〕出向復帰命令

　　　　　・出向元が出向先の同意を得た上で復帰を命じる場合に、特段の事由のない限り、労働者の同意を得る必要はない。復帰命令は指揮監督の主体を出向元に変更するものであるが、これはもともと当初の雇用契約において合意されていた事柄であって、復帰させないことを予定して出向が命じられて労働者がこれに同意するような特段の事由のない限り、当初の雇用契約の合意自体には何ら変容を及ぼさない（百選38）
　　　　　　　→労働契約の再度の変更とみて個別的同意を要求する見解も

　　　〔c〕懲戒権の保持者

　　　　　・復帰命令権を有する出向元が原則として懲戒解雇権者→その他の解雇権はどちらも？

　【7】転籍

　　　　　・転籍＝元の企業との契約関係を解消して、他の使用者の指揮命令下で労働させること

　　　　　・転籍出向が民法625条1項にいう権利譲渡に該当するかどうかはともかくとして、労働者に重大な利害が生ずることは否定できず、一方的に労働者の意思のみによって転籍を命じることはできない。ただ、いかなる場合も具体的同意でなければならないかはともかく、少なくとも包括的同意もない場合にまで転籍出向を認めることは、出向先と資本的人的な結びつきが強く、労働条件に差異がないとしても相当ではない（裁判例・百選39）
　　　　　　　→民625Ⅰによる譲渡とみれば、理論的には包括的同意でも足りることになるが…

　　　　　　　→労働者の不利益が大きく、労働契約の解約＋新契約の締結とみて、個別具体的な同意を求めるべき

　　　　　　　　　→合意解約は新契約締結を停止条件とするから、新契約が成就しなければ元契約が残る

　　　　　　　　　→十分な説明を受けないままの合意は要素の錯誤として無効

　【8】休職

　　（1）意義

　　　　　・休職＝所定事由がある場合に所定期間の勤務を免除／禁止する制度

　　　　　　　→傷病休職／事故欠勤休職／起訴休職／自己都合休職／出向休職／組合専従休職／懲戒処分／雇用調整
　　　　　　　→期間内に就労可能になれば復職／できなければ自然退職か解雇（解雇猶予期間）

　　（2）休職の有効性

　　　　　・傷病休職で争われる「治癒」は、従前の職務を通常程度に行える健康状態に服したときと解釈

　　　　　・起訴休職制度の趣旨は、職場秩序や企業の社会的信用を害するおそれ／当該従業員の労務の継続的な給付や企業活動の円滑な遂行への障害－を防止することにある。したがって、職務の性質／公訴事実の内容／身柄拘束の有無など諸般の事情に照らし、起訴された従業員が就労することによって、職場秩序や企業の社会的信用を害するおそれがある場合or労務の継続的給付や円滑な企業活動に障害が生ずるおそれがある場合－でなければならず、また、休職によって被る不利益の程度が、起訴事実が確定的に認められた場合に予想される懲戒処分の内容と比較して明らかに均衡を欠いてはならない（裁判例・百選41）
　　（3）休職処分と解雇予告の違い

　　　　　・休職処分は就労可能になれば復職するが、解雇予告は就労可能となっても復職はない

　　　　　　　→期間が満了すれば自然退職をもたらす休職は、解雇予告の意思表示も含むことになる

　　　　　　　→事故欠勤処分は解雇予告（労基20）の潜脱を防止するために30日以上の休職期間が必要

　　　　　　　→就労可能性がある分、解雇の相当性より緩和した程度で、休職処分の相当性を判断

3-4男女平等取扱いと長期雇用システムの周辺

3-5非典型雇用

［1］期間雇用労働者

　【1】意義

　【2】期間雇用の法規制

　　（1）労働者保護の必要性

　　　　　・期間途中の解除は「やむを得ない事由」が必要だが、期間が満了すれば当然に終了する（民628）

　　　　　　　→黙示の更新（民629）があった場合は、期間の定めのない契約（通説）？同期間の契約（菅野）？

　　（2）短期労働契約の更新拒絶
　　　〔a〕純粋有期契約タイプ

　　　〔b〕実質無期契約タイプ

　　　　　・2カ月の期間臨時工が5～23回更新された場合、格別の意思表示がなければ当然に更新されるべき労働契約を締結する意思を有し、期間の定めのない契約と実質的に異ならない状態で存在していたと解されるから、雇止めは実質的に解雇の意思表示にあたり、解雇権濫用法理が類推適用される（判例）
　　　　　　　→当然更新されるべき労働契約締結の意思を労使間で推定できる場合

　　　　　　　→整理解雇法理のうち、必要性／解雇回避義務／手続は○、人選は△でも、雇止め有効

　　　〔c〕期待保護（反復継続）タイプ

　　　　　・2カ月の期間臨時工が5回更新された場合、期間の定めのない労働契約が存在する場合と実質的に異ならない関係が生じたということはできないが、季節的労務や特定物製作のような臨時的作業のため雇用されたものでなく雇用関係はある程度の継続が期待されていたものであり、5回にわたり契約が更新されているから、雇止めには解雇に関する法理が類推され、解雇無効とされるような事実関係にある場合は、従前の労働契約が更新されたのと同様の法律関係になる。しかし、短期的有期契約を前提とする以上、いわゆる終身雇用の期待のもとに本工を解雇する場合とは合理的な差異があるべきであり、やむを得ない理由により人員削減の必要があり、余剰人員を他事業に配置転換する余地もなく、臨時員全員の雇止めが必要と判断される場合には、期間の定めない従業員に対して希望退職者募集を図らなかったとしてもやむを得ないというべき（百選85）
　　　　　　　→雇用関係継続への期待から解雇法理の類推を導く

　　　　　　　→更新の意思確認がその都度なされていたという事実が認定されたことが重要？

　　　　　　　→整理解雇法理のうち、必要性／手続は○、解雇回避義務／人選は△でも、雇止め有効

　　　〔d〕期待保護（継続特約）タイプ

　　　　　・過去に更新を拒絶した例がなく、労働者も当然に更新されると期待していた場合

　　　　　　　→1回目の更新拒否でも無効とされる余地が生まれる

　　　〔e〕4タイプの判断

　　　　　・業務の内容――――→業務が基幹的なものか／補助的なものか

　　　　　・長期継続雇用の実態→更新の回数

　　　　　・更新手続の実態――→更新手続が厳格になされているか／形骸化し自動的な更新になっているか

　　　　　・採用時の会社の言動→当然更新されるべき労働契約締結の意思を推認させるものか

　　（4）有期労働契約の意義

　　　　　・試行雇用契約の明確化の方向性→期間を存続期間ではなく試用期間と判断できる場合もある

［2］パートタイム労働者

　【1】短時間労働者法

　【2】雇用管理上の問題点

　　（1）労働条件の明確化

　　（2）パートタイム労働者の賃金格差（同一労働同一賃金の原則）
　　　　　・賃金の決定は契約自由の原則が支配する領域であり、明文の規定のない同一労働同一賃金の原則は、これに反する賃金格差が直ちに違法となるという意味での公序とみなすことはできない。しかし労基法3条4条のような差別禁止規定の根底には、およそ人は労働に対し等しく報われなければならないという均等待遇の理念が存在し、それは人格価値を平等と見る市民法の普遍的な原理であるから、同一労働同一賃金の原則の基礎にある均等待遇の理念は、賃金格差の違法性判断において重要な判断要素となるのであって、その理念に反する賃金格差は使用者の裁量の範囲を逸脱した公序良俗違反の違法を招くおそれがある。本件では、女性正社員と女性臨時社員を比較すると、労働内容や帰属意識においても同一であるにもかかわらず、正社員となる途も用意せず、正社員に準じた賃金体系を設けることもなく顕著な賃金格差を維持拡大しつつ長期に雇用を継続したことは、均等待遇の理念に反する格差であり、公序良俗違反として違法である。もっとも待遇の差に使用者の裁量も認めざるを得ないから、臨時社員の賃金が同じ勤務年数の女性社員の8割以下になるときは公序良俗に違反すると判断すべきである（百選32）

　　　　　　　→パートという地位は契約に基づくものであって社会的身分（労基3）とは言えない

　　　　　　　→労働価値の同一性ではなく労働自体の同一性が認められれば公序良俗違反は言いやすい

　　　　　　　→均衡処遇説（パートタイム労働法3条の努力義務を公序に反映させる）

　　　　　　　→同一義務労働同一賃金説

　　（3）労働時間・年次有給休暇

　　（4）パートタイム労働者と就業規則

　　（5）解雇・雇止め

［3］他企業労働者の利用

　【1】労働者供給事業の禁止

　【2】許される類型→労働者派遣／業務処理請負／出向

　【3】労働者派遣法

　　（1）労働者派遣法の目的

　　　　　・自己の雇用する労働者を、当該雇用関係の下に、他人の指揮命令下で他人のために労働に従事させること

　　　　　　　→指揮命令権が委任されるだけで、当該他人と当該労働者には雇用関係がないことが前提（cf在籍出向）

　　（2）他の制度との違い

　　　　　・派遣元と契約関係○／派遣先と契約関係○／派遣先が指揮監督○→在籍出向

　　　　　・派遣元と契約関係○／派遣先と契約関係×／派遣先が指揮監督○→派遣

　　　　　　　→労基法については原則として派遣元に責任／労働安全衛生法については派遣先に責任

　　　　　・派遣元と契約関係○／派遣先と契約関係×／派遣先が指揮監督×→請負

　　　　　・派遣元と契約関係×／派遣先と契約関係×／派遣先が指揮監督○→労働者供給

　　（2）労働者派遣と類似する制度

　　　〔a〕職業紹介（職安法）
　　　　　・原則禁止／例外肯定から原則肯定／例外禁止に→原則として厚労相の許可を得ればOKに

　　　　　・職業紹介における斡旋とは、求人者と求職者の雇用関係成立のための便宜を図り、成立を容易にさせる行為一般を指すが、有料の職業紹介事業の弊害を防止する趣旨であるから、いわゆるスカウト行為も含まれる（百選7）
　　　〔b〕紹介予定派遣（ジョブサーチ派遣）

　　（3）対象事業

　　　　　・ネガティブ・リスト方式の採用（例外は、港湾運送／建設／警備／医療）

　　　　　　　→26の専門業務は受け入れ期間の期限なし／ほかは原則として最長3年

　　　　　　　→物の製造の業務に対する派遣解禁（受け入れ期間は1年、H20年度から3年）

　　（4）派遣事業の種類

　　　　　・常用型＝常に派遣元と労働関係（派遣期間外は休業or派遣元に労務提供）

　　　　　・登録型＝派遣期間だけ派遣元と労働関係

　　　　　　　→派遣労働者が不安定のため厚労相の許可が必要

　　　　　　　→専ら派遣（リストラ手段として子会社＝派遣会社に転籍させて改めて派遣社員として採用）を防止

　　（5）労働者派遣契約（派遣元－派遣先）
　　　〔a〕定めるべき内容→業務内容／就業場所／指揮命令者／派遣期間…

　　　〔b〕派遣先が負う通知義務→受け入れ期間制限の最初の日を通知する義務

　　　〔c〕派遣先が負う労働者を特定しないよう務める義務

　　（6）派遣元が講ずべき措置

・派遣元との雇用関係終了後に正当理由なく派遣先に直接雇用されることを禁止してはならない

　　（7）派遣先が講ずべき措置

　　　　　・労働者派遣契約に定められた就業条件に反しないよう適切な措置を講じなければならない

　　　　　・26の専門業務を除き、就業場所ごとの同一業務について3年超継続で派遣役務の提供を受けてはならない

　　　　　　　→派遣元を変えても、派遣労働者を変えても、制限を免れることはできない

　　　　　　　→3カ月のクーリング期間を置けば派遣を迎えることはできる

　　（8）違法行為の抑止→是正勧告

　　（9）禁止業務を扱う違法派遣の効力

　　　　　・派遣法の行政取締規定としての性格を重視すれば、派遣契約は有効として派遣法の適用を認める

　　（10）派遣法改正と直接雇用の促進

　　　　　・雇用努力義務／雇用契約申込義務（申込の誘引の義務）→採用の自由の制限

3-6安全衛生と労働災害

4章　個別的労働関係の終了

4-1解雇以外の終了事由

［1］期間の満了

［2］合意解約

　　　　　・一方の解約申込に対して相手方が承諾した時点で効力発生

→解雇ではないので予告期間などの規制を受けることはない

→民法の意思表示の問題として、詐欺強迫／錯誤／撤回

　　　　　・申込をしても、原則として承諾するまでは撤回を認める裁判例が主流（辞職との相違）

　　　　　・承諾は、退職承諾権限者（退職願受領権限者）の意思表示でなければならない（預りでは×）

　　　　　・選択定年制による割増退職金は，従業員の申出と使用者の承認とを前提に，早期退職の代償として特別の利益を付与するものであるが、申出に対し承認がされなかったとしても、従業員は特別の利益を付与されることはないものの、選択定年制によらない退職を申し出ることは何ら妨げられていないのであり，退職の自由を制限されるものではない。したがって承認がなければ、割増退職金債権の発生を伴う退職の効果が生ずる余地はない（最H19.1.18）
　　　　　・圧力はあるが強迫とまでいえない場合、職場環境配慮義務違反or不法行為で処理（一失利益＋慰謝料）

［3］辞職

　【1】民法の定め

　　　　　・2週間の予告期間を置けば労働者は理由なしにいつでも解約できる（民627Ⅰ）

　　　　　　　→期間の定めがある場合には、やむを得ない事由が必要であり、損害賠償の余地もある（民628）

　　　　　・辞職の意思表示は単独行為であり、使用者に到達した時点で効力発生→撤回できない

　【2】諭旨退職

　　　　　・勧告して合意解約／辞職を求め、期間内に勧告に応じなければ懲戒解雇すること

　　　　　　　→実質的には懲戒解雇であり、懲戒解雇規制が働く

　【3】引き抜き行為

　　　　　・転職の勧誘の域を超え、社会的相当性を逸脱した背信的な引き抜きは不法行為の余地

［4］定年

　【1】種類

　　　　　・定年退職＝定年に達したときに当然に労働契約が終了（労働契約終了事由）

　　　　　・定年解雇＝定年に達したときに解雇の意思表示により労働契約が終了（解雇事由→解雇法理）

　【2】高年齢者雇用安定法

　　　　　・60歳定年制が強行的な基準として採用

　　　　　　　→55歳定年を定める就業規則は、定年の定めがないものになる？60歳定年になる？

　　　　　　　→労基法13条のような直律的効力を定める規定がない以上、定年の定めがなくなる（判例・通説）

　　　　　　　　　→退職してもらいたければ、合意解約か解雇（解雇なら解雇法理へ）

　　　　　　　→現実的でないから60歳定年として扱う？法的根拠は？

　【3】定年の適法性

　　　　　・憲27Ⅰ／憲14／労基法3／労基法4との関係

　　　　　・定年制は人事の刷新／経営改善など企業の組織や運営の適正化のために行われるものであって、一般的に不合理な制度とはいえない（判例）
　　　　　・定年に達するまでいつでも退職する自由はあるから、労基法4条には反しない

→そもそも期間ではなく終了事由と解釈してしまう

［5］当事者の死亡

［6］企業再編成

　【1】合併と労働契約――→権利義務は包括承継

　【2】営業譲渡と労働契約→権利義務の特定承継であり労働者の同意が必要

　【3】会社分割と労働契約→形式的には転籍だが、権利義務は部分的包括承継

　　　　　・労働契約承継法による保護（労働契約の承継／労働協約の承継／分割の手続）

［7］労働契約終了後の措置

　【1】退職等の証明

　　　　　・一定事項の証明書の交付義務／請求外事項の記載禁止／ブラックリスト禁止条項

　【2】金品の返還

　【3】退職後の不正行為の発覚

　　　　　・不法行為／債務不履行による損害賠償請求

　　　　　　　→損害賠償額の予定の禁止（労基16）は労働者の自由意思を不当に害するおそれを防止する趣旨

　　　　　　　→現実に生じた損害賠償を認めない趣旨ではない

　　　　　・退職金の返還請求は、就業規則に規定があれば可能

→ない場合でも、不当利得として返還を認める余地がある

→ない場合でも、合意解約なら不作為による詐欺として、不法行為／債務不履行責任を追及する余地

4-2解雇

［1］期間の定めのある労働契約

　　　　　・やむを得ない事由ある場合のみ可能（民628）

［2］期間の定めのない労働契約

　【1】解雇の自由

　　　　　・2週間の予告期間を置けばいつでも解雇できる（民627）

　　　　　　　→労働者の不利益が大きい（生活の糧を失う／人格形成できない／キャリア展開できない）

　【2】労基法による規制

　　（1）産前産後・業務災害による休業の場合

　　　　　・休業期間＋30日間は労働者を解雇してはならない（労基19）

　　　　　・30日間に解雇予告を行うことはできる（肯定説）

　　　　　　　→労基法は「解雇」と「解雇予告」を使い分けている

　　　　　　　→19条には罰則規定があり、解雇の意思表示だけで構成要件該当性を認めるのは罪刑法定主義違反

　　　　　　　→30日後に予告手当で即時解雇されるより、解雇予告を認めた方が有利な面もある

　　　　　・休業は「全部休業」を意味し、一部でも終了すればそこから30日経過で解雇は可能（有力説）

　　　　　・行政官庁の認定が必要となる19条但書事由に該当するが、認定は受けなくとも解雇は有効（有効説）

　　（2）解雇予告
　　　〔a〕意義
　　　　　・30日前に解雇予告をしなければならない／解雇予告手当を支払えば即時解雇できる（労基20）

　　　　　　　→使用者による解約について民627を修正（民627は任意規定）

　　　　　・期間の定めがある場合も、期間が2カ月内＋2カ月を超えて就労＋期間内の解雇なら解雇予告必要

　　　〔b〕予告を欠く解雇
　　　　　・予告期間を置かず、予告手当の支払もなく解雇を通知した場合、その通知は即時解雇としての効力は有さないが、使用者が即時解雇を固執する趣旨でない限り、通知後30日を経過するか、通知後に予告手当の支払をしたときは、いずれのときから解雇の効力を生ずる（百選81）
　【3】労働組合法による規制

　　　　　・労組7①の私法上の効力の問題→憲法28条に反し当然に違憲違法／公序良俗に反し違法無効

　【4】労働協約による規制

［3］解雇権濫用法理

　【1】労基法18条の2

　　　　　・解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場合は、その権利を濫用したものとして、無効とする
　　　　　・採用内定取消の制限／本採用拒否の制限／更新拒否の制限／変更解約告知による労働条件変更の制限

　　　　　　　→その代わりに、使用者の広範な労務管理上の権限／就業規則の一方的変更を正当化する方向性

　　　　　・終身雇用と切り離すことができない法理であり、雇用慣行の変質にどう対応？

　【2】具体的問題

　　（1）解雇の合理的理由

　　　〔a〕労働者に帰責性がない解雇→整理解雇法理へ

　　　〔b〕ユニオンショップ解雇

　　　〔c〕労働者に帰責性がある解雇

　　　　　・労務提供の不能／適格性の欠如／規律違反などは、解雇の正当事由とはなり得るが…

　　　　　　　→労働者側に有利な事情が広範に斟酌される場合は有効と判断

　　　　　　　→高度の専門性を見込んで採用したような場合でない限り、能力や適格性の欠如が著しくて回復向上の見込みがなく、配転の余地もない状況に限って解雇が認められる

　　　　　・寝過ごして2度もニュースに穴を開けたことは、会社の対外的信用を著しく低下させるものであり、責任感に欠けた行為ではあるが、悪意故意によるものではないこと／ファックス担当者も寝過ごしたこと／放送の空白が長時間とはいえないこと／会社が措置を講じていなかったこと／勤務成績は悪くないこと／放送事故を理由とした解雇はこれまでなかったこと／謝罪の意を表明していること－などを考慮すると、解雇はいささか過酷に過ぎ、合理性を欠くうらみなしとせず、必ずしも社会的に相当なものとして是認することはできない（百選82）
　　　〔d〕就業規則の列挙事由

　　　　　・懲戒事由は限定列挙であることに争いはない（労基89⑨）

　　　　　　　→罪刑法定主義の要請を考慮すれば、解雇事由も例示列挙ではなく限定列挙（限定列挙説）

　　　　　　　→現実的には「その他各号に準じる程度の解雇事由が存する場合」と規定されており問題とはならない

　　（2）解雇無効の理論

　　　　　・従業員の地位確認／賃金のバックペイを認容（就労請求権は認められない）

　　　　　　　→地位確認等が認められれば通常は損害がなく、不法行為による損害賠償は棄却

　　　　　　　→態様に強度の違法性があれば、慰謝料請求を認める余地

　　（3）解雇期間中の賃金

　　　〔a〕賃金請求権

　　　　　・債権者の責めに帰すべき事由による履行不能として民536条2項を適用

　　　〔b〕バックペイと中間収入の控除
　　　　　・解雇期間中に他の職に就いて得た利益を賃金額から控除することができるが、平均賃金（労基12Ⅰ）の6割に達する部分については利益控除の対象とすることが禁止されていると解するのが相当である（百選87）
　　　　　・月給30万＋賞与90万（年収450万）／解雇期間1年／中間収入400万円

　　　　　　　→平均賃金は30万×3カ月÷90日＝1万円／平均賃金総額は1万円×365日＝365万円

　　　　　　　→365万円×60％＝219万円を超える部分「450万－219万＝231万」を控除できる

　　　　　　　→内訳は平均賃金から146万（365万×40％）、賞与から85万

　　　　　　　→平均賃金の基礎に算入されない賃金も控除対象となる

　　（4）懲戒解雇と解雇規制

　　　　　・普通解雇は債務不履行解除／懲戒解雇は秩序違反を理由とする制裁罰（懲戒処分＋解雇）

　　　　　　　→懲戒解雇は不利益が大きいため厳格な規制

　　　　　　　→普通か懲戒かはグレーゾーンであり、懲戒解雇は制裁罰としての有効性を独自に検討すべき

　　　　　　　→懲戒解雇と同時に、予備的に普通解雇の意思表示をなすことも可能となる

　【3】整理解雇
　　（1）意義
　　　　　・経営困難や経営不振を脱するために行われる解雇（危機回避型）

　　　　　・経営合理化や競争力強化を目的におこなわれる解雇（戦略的合理化型→予防型／戦略型）

　　　　　・専ら経営者の都合による解雇／不況の場合は再就職が困難／解雇者が多数に上る

　　（2）整理解雇の正当性
　　　　　・整理解雇の4要件は解雇権濫用に当たるかどうかを判断する考慮要素を類型化したもの（裁判例・百選83）
　　（3）整理解雇の4要件

　　　〔a〕人員削減の必要性
　　　　　・合理的な経営者であれば整理解雇やむなしと考える程度であり、倒産必至といった高度の必要性は不要

　　　　　　　→使用者の経営判断の範疇にあり、裁判所は実質的審査を控える傾向

　　　　　　　→財務状況に問題がない／新規採用など明らかに矛盾する行動－がない限りは必要性は認められる

　　　　　　　→戦略的合理化型は必要性を緩く認める分、他の要素を厳格に判断すべき

　　　〔b〕解雇回避努力義務
　　　　　・中心に位置する要件であり、裁判所の積極的な実質的審査

　　　　　・配転や出向が可能か―→職種や勤務地限定があっても帰責性ない解雇である以上は考慮すべき

　　　　　・希望退職を募集したか→かえって有能な人材が流出してしまうという批判も

　　　　　・新規採用を停止したか

　　　〔c〕被解雇者選定の妥当性
　　　　　・会社に貢献してきた有能な人を選ぶのは不公平⇔再就職が難しい高齢者や成績不良者を選ぶもの不公平

　　　　　　　→財産状況から生活維持が可能なものを選定し、業務上必要な者を除外する？

　　　〔d〕手続の妥当性
　　　　　・組合との協議を義務付ける労働協約がなくとも、十分な説明協議が求められる

　　　〔e〕4要件以外の要素

　　　　　・再就職支援措置（ex教育訓練）／経済的補償（ex退職金の上積みや加算金）をどう評価する？

　　　　　　　→解雇回避義務は雇用維持に重点を置くという視点だったが…

　【4】変更解約告知
　　　　　・労働条件の変更／新労働契約締結を拒否することを停止条件とする解雇

　　　　　・労働条件の変更を行うには労働者の同意が必要だが、労働条件の変更が会社の業務運営に必要不可欠であり、その必要性が労働者の不利益を上回っていて解雇を正当化するに足りるやむを得ないものと認められ、解雇を回避する努力が十分に尽くされているときは、解雇することができる（裁判例・百選84）
　　　　　・留保付き承諾が認められない以上、整理解雇法理で解決すればいい？

　　　　　　　→整理解雇法理を厳格に判断（4要件説）するならば、独自の意義がある？

5章　過半数代表制の意義

3編　集団的労使関係法

1章　労働組合

1-1　労働組合総論

［1］現行法の概観

　【1】法政策の変遷

　【2】労働組合法

［2］労働組合法の目的（１条）

　　　　　・労使交渉において対等の立場に立つことを促進して労働者の地位を向上させること（労使対等）

　　　　　・団体行動を行うため自主的に労働組合を組織し団結することを擁護すること（団結／団体行動の擁護）

　　　　　・労働協約を締結するための団体交渉を助成すること（団体交渉の助成）

［3］労働組合の形態と種類

　【1】組合の範囲による種類→職能別組合／産業別組合／一般労組／企業別組合／地域一般労組

　【2】構成員による種類――→単位組合／連合組合／連合組織

　【3】労働組合の全国的中央組織

　【4】労働組合の機能―――→経済的機能／政治的文化的機能／相互扶助機能／雇用保障機能

1-2労働組合の概念と要件

［1］労働組合の概念

　【1】労組法2条と5条2項

　　　　　・労働組合とは、労働者が主体／自主的に／経済的地位向上を目的に組織する団体（2本文→自主性要件）

　　　　　　　→監督的地位にある労働者など使用者の利益代表者の参加は×（2但①）

　　　　　　　→経費支出につき使用者の経理上の援助を受けるものは×（2但②）

　　　　　　　→共済事業など福利事業のみを目的とするものは×（2但③→本文の確認規定）

　　　　　　　→主として政治運動／社会運動を目的とするものは×（2但④→本文の確認規定）

　　　　　・組合規約には、差別禁止／会計報告／多数決制度－などを含まなければならない（5Ⅱ―→民主性要件）

　【2】労組法2条本文と但書の関係
　　　　　・形式説＝独立要件説→労働組合概念の三分化へ／実質説＝例示説

　　　　　・労組7条2号は「労働組合との団体交渉」ではなく「労働者の代表者との団体交渉」という文言を用いて労働者の団結の形態を問わない旨を明らかにしていること／憲法28条によれば「勤労者」である限り使用者の利益代表者（労組2但①）であっても団結権／団体交渉権／団体行動権が保障されていること－にかんがみれば、利益代表者の参加を許す労働組合であっても、使用者と対等な関係に立ち、自主的に結成され統一的な団体であれば、労組7条2号の労働者の代表者に含まれる。もっとも、利益代表者の参加によって使用者側の担当者となるべき者が存在しなくなる場合／利益代表者が機密事項を漏洩している場合－など利益代表者の参加によって適正な団体交渉の遂行が期しがたい特段の事情を使用者側が明らかにした場合には、団体交渉拒否の正当な理由があるといえる（百選90）
　【3】法適合組合と自主性不備組合

　　（1）自主性不備組合（2条本文○／2条但書×）
　　　　　・労組法による保護は受けられないが、憲法上の効果として刑事免責／民事免責／団結権保護はある

　　　　　　　→2条本文は憲28条の確認規定（逆に2条本文も充たさない御用組合は憲法上の組合とも言えない）

　　（2）規約不備組合（2条本文○／2条但書○／5条2項×）

　　　　　・労働協約の締結主体（14）となり、労組法の効果として協約が規範的効力／一般的拘束力を有する

　　　　　・不当労働行為の審査手続はできない（補正指導により具備してしまうのであまり意味はない）

　　（3）法適合組合（2条本文○／2条但書○／5条2項○）
　　　　　・労組法上のすべての保護をうけることができる

［2］法適合組合の要件

　【1】構成主体

　　（1）労働者

　　　　　・労働者とは、職業の種類を問わず、「賃金／給料／これに準ずる収入によって生活する者」をいう（労組3）

　　　　　　　→賃金の定義規定がないため、結局は賃金の解釈（賃金性の判断）に行き着く

　　　　　　　→賃金とは「使用された対価である」＝使用従属関係の有無に帰着（労働者概念の統一性）

　　　　　・労基法の労働者は、現に働いている人のみ

　　　　　　　→労組法の労働者は、現に働いている人＋これから働く人＋かつて働いていた人

　　　　　・一方的指定によって出演を求めることができ楽団員は原則としてこれに従うべき基本的関係があること／報酬は芸術的価値の評価ではなく演奏という労務提供に対する対価であること／契約金は楽団員の最低保障給たる性質に過ぎないこと－などから、楽団員は労組法の適用を受けるべき労働者に該当する（百選3）
　　（2）主体となって

　　　　　・労働者が構成員の主要部分を占め（量的側面）、運営活動を主導すること（質的側面）

　【2】自主性

　　（1）自主的に

　　　　　・純粋性→純粋に利害が共通する労働者のみで構成されていること（→2但①）

　　　　　・独立性→組合の結成／運営／活動が、「組織上／機構上」使用者の影響を受けていないこと（→2但②）

　　（2）使用者の利益を代表する者

　　　　　・役員／人事権を持つ上級管理者／監督的地位にある労務や人事の管理者／秘書

　　（3）経理上の援助

　　　　　・組合のための手当支給／組合専従職員への賃金

→組合事務所の光熱費／就業時間中の組合活動への賃金は「援助」に当たらない

　【3】目的――→経済的地位の向上だが、付随的なら共済事業／政治運動／社会運動は目的○（2但③④反対）

　【4】団体性―→切り崩しで一人組合になっても団体性あり（労働協約や既存事務所を存続させる意義）

　【5】資格審査制度
　　（1）意義（5Ⅰ）
　　　　　・5条の趣旨は、2条／5条2項の要件を欠く組合の救済申し立てを労働委員会に拒否させることにより、間接的に組合が各要件を具備するように促進することにある（判例）
　　（2）組合規約の必要的記載事項（5Ⅱ）

　　　　　・名称／所在地／差別禁止／役員の選挙／年1回の総会／会計報告／ストは多数決／規約改正は多数決

　　　　　・多数決を経ずになされたストは、内部の瑕疵に過ぎず、正当性には影響しない（西谷）

　　（3）審査手続

　　　　　・5条2項は規約上の要件であって、実際になされているかは関係ない（形式審査）

　　　　　　　→2条については実質審査（場合によっては職権調査）が必要

　　　　　・不当労働行為の申立＋資格審査は並行して行うことができる

1-3労働組合の組織と運営

［1］組合自治と法規制

　【1】財産法上の規制→社団法人規定（民法）の準用

　【2】組合民主主義の法原則

　　（1）法的根拠

　　　　　・自分たちの生存は自分たちで守るという生存権的自己決定の現われ？

　　　　　・強力な権能が受託される代わりに認められる強行法的側面（公的団体論）？

　　（2）具体例

　　　　　・平等取扱いを受ける権利／重要事項への直接参与（労組5Ⅱ）

　　　　　・組合員の言論の自由／統制権への限界付け

［2］組合員資格の得喪

　【1】加入

　　（1）加入の法的性質

　　　　　・組合設立は多数労働者の合同行為であり、加入は組合と労働者の契約によって成立（判例・通説）

　　　　　　　→私的団体を強調すれば組合規約は契約／公的団体を強調すれば組合規約は法規範

　　（2）加入拒否の禁止

　　　　　・5条2項4号「人種／…／身分によって組合員たる資格を奪われない」は加入拒否についても及ぶ

　　　　　　　→ユシ協定がある場合の加入拒否は厳格な判断が必要

　　　　　　　→5条2項違反は直ちに違法性？審査規定に過ぎないとすれば憲14条間接による公序良俗違反？

　　　　　　　→加入を強制する法的手段はない？違反があっても損害賠償のみ？

　　（3）二重加入

　　　　　・正当化する特段の事由のない限り、重大な統制違反として除名処分の理由となり得る

　【2】脱退

　　（1）脱退の自由

　　　　　・憲法28条の趣旨に照らして労働者の組合からの脱退の自由は最大限に保障されるべきであるから、脱退に組合の機関の承認を要するとする組合規約は脱退の自由を不当に制限するものとして無効であり、組合員は機関承認がなくとも任意に有効な脱退をすることができる。脱退に関する手続規定は、脱退の自由を不当に制限しない限度においてのみ有効であるにすぎない（判例）
　　（2）争議中の脱退

　　　　　・団結を弱め使用者を利する目的と態様でなされる脱退は権利濫用として無効となる余地？（西谷）

　　　　　　　→脱退希望の者に組合員たる地位を強制しても団結の維持強化にはつながらない？（菅野）

　　　　　　　→争議中の脱退に対しては、統制処分／ピケなどで対抗すればいい？

［3］ユニオン・ショップ

　【1】意義

　　（1）組織強制・組合保障の制度

　　　　　・ユニオン＝労働協約で組合加入しない者／組合員でなくなった者を解雇する義務を負う

　　　　　・クローズド→組合員のみを雇用でき、組合員でなくなったときは解雇する義務を負う

　　（2）わが国の現状

　　　　　・解雇を原則としつつ、例外的に解雇しないことができるとする不完全ユニオン／尻抜けユニオン

　　　　　・主要機能は使用者による労働組合の承諾→統制に従わない組合員の企業外への放逐

　【2】問題点

　　　　　・消極的団結権の問題（組合に入らない自由／組合を脱退する自由）

　　　　　・積極的団結権の問題（自ら組合を結成する自由／既存組合に加入する自由）

　　　　　・ユシ協定は有効か→協定の効力はどこまで及ぶか→ユシ解雇は有効か→除名が無効な場合の解雇の効力

　【3】ユニオン・ショップ協定の有効性
　　　　　・従業員は組合員でなければならない（組合締付け条項）

　　　　　・労働組合に加入しない者／組合員でなくなった者は解雇しなければならない（解雇条項）

　　　　　・間接的に労働組合の組織の拡大強化を図ろうとする制度として正当な機能を果たす限りにおいてのみ、その効力を承認することができる（判例）

　【4】ユシ協定組合の要件

　　　　　・組織強制を容認せしめるほど従業員の圧倒的多数を組織することが必要？

　　　　　　　→基準が不明確となるから、多数決原理に従って過半数を組織する労働組合であればいい

　　　　　　　→7条1号但書は、ユシ協定が不当労働行為にならないことを確認した規定にすぎず根拠にはならない

　【5】ユシ協定の効力が及ぶ範囲

　　　　　・労働者には団結権を行使するため労働組合を選択する自由があり、ユシ協定を締結していない労働組合の団結権も等しく尊重されるべきであるから、ユシ協定によって、解雇の威嚇の下に特定の労働組合への加入を強制することは、労働者の組合選択の自由／他の労働組合の団結権を侵害する場合には許されない。したがって、締結組合以外の労働組合に加入している者／脱退ないし除名されたが他の組合に加入したり新組合を結成したりした者について使用者の解雇義務を定める部分は、民法90条の規定により無効と解すべきである（百選95）
　　　　　　　→学説は「効力が及ばない」とみる

　　　　　　　→別組合加入は解雇要求時点で要求されるのか？相当期間ないし合理的期間を与えるべき？

　【6】ユシ解雇の効力

　　　　　・ユシ協定は、組合と使用者間の関係を規律する債務的効力を有するにすぎない

　　　　　　　→除名が解雇の効力を有するわけではないが…

　　　　　　　→労働協約上の義務に基づく解雇であり、恣意的な解雇とはいえないから、解雇権濫用には当たらない

　【7】除名が無効な場合のユシ解雇の効力
　　　　　・使用者に解雇義務が発生している場合に限り、客観的に合理的な理由があり社会通念上相当ということができる（判例）
　　　　　・バックペイを行った使用者は損害賠償として組合に求償できる（判例）
［4］労働組合の機関

　【1】各種機関→意思決定機関としての総会／執行機関としての役員／基本的事項を定めた規約

　【2】法的問題→社団法人規定の準用（権利義務の帰属／業務執行／対外的責任／対内的責任）

［5］使用者の便宜供与

　【1】在籍専従

　　　　　・憲法28条の保障する団結権などから当然に派生する固有の権利ではない（判例）
　　　　　　　→使用者と労働組合との協定／労働協約により在籍専従を要求する権利が発生する

　　　　　・専従期間中の賃金支給は経費援助として不当労働行為になる

　　　　　　　→勤続年数に算入せず昇進等に不利益を与えることは不当労働行為になる（多数説）

　　　　　　　→承認されてきた在籍専従を正当な理由なく廃止することは不当労働行為になる

　【2】チェック・オフ

　　（1）意義

　　　　　・労働組合と使用者の協定に基づき、賃金から組合費を控除して一括して組合に引渡す制度

　　　　　　　→チェック・オフは自主性を損なうものでなく、組合財政の安定に働くもの

　　　　　　　→経費援助として不当労働行為にはならない

　　　　　・組合－組合員：控除合意／使用者－組合員：支払委任／組合－使用者：取立委任

　　（2）労基法24条との関係

　　　　　・賃金全額払いの原則の例外として、過半数で組織する労働組合／過半数代表者との書面協定（労基24但）

　　　　　・チェックオフも労働者の賃金の一部を控除することに他ならないから、労基法24条但書の要件を具備する必要があるのは当然である。当該組合は過半数を組織していたか疑わしく、過去に書面に基づかずに行われてきたものであるから、使用者によるチェックオフの中止は違反状態を解消するためであって、不当労働行為には該当しない（判例）
　　　　　　　→団結権維持強化＝組合員の不利益を与えるものでないから、チェックオフは賃金全額払いの原則の趣旨に反せず二四協定は不要（学説）

　　（3）チェック・オフ協定の規範的効力
　　　　　・チェックオフ協定の締結は、労基法24条但書の要件を具備して罰則の適用を受けないという効力を有するに過ぎず、労働協約という形式によって締結された場合であっても、当然に使用者がチェックオフする権限を取得するものではない。個々の組合員から支払委任を受けることが必要であって、組合員はいつでもチェックオフの中止を申し入れることができ、中止の申入れがなされたときには当然に中止しなければならない（百選92）
　　（4）チェック・オフと相殺

　　　　　・使用者が組合に債権を有している場合でも、納入すべき組合費と相殺することはできない

→現実に組合に引渡されて賃金全額払原則の要請をみたす

　【3】組合事務所

　　（1）組合事務所の無償供与

　　　　　・使用者による最小限の広さの事務所の供与は「経理上の援助」には該当しない（労組2②但、7③但）

　　（2）使用者による組合事務所の返還請求
　　（3）組合事務所の利用制限

　　　　　・組合活動のために通常必要とされる範囲内で自由に利用する権限を獲得

　　　　　　　→防火防犯など施設管理上必要な場合を除き、無許可立入りは占有権侵害の違法＋支配介入

［6］労働組合の財政

　【1】組合費の意義

　【2】組合費納入義務と支出の範囲

　　　　　・組合員は、正規手続で決定した組合活動に参加し、組合活動を妨害する行為を避ける義務を負うとともに活動の経済的基盤をなす組合費を納入する義務を負う。組合活動の拡大は社会的必然性を有し、直ちに目的の範囲外ということはできないが、目的の範囲内の活動は当然に組合員の協力を強制できるわけではなく、問題とされている具体的活動の内容と性質VS組合員に求められる協力の内容と程度を比較衡量し、組合活動の実効性と組合員個人の基本的利益の調和の観点から、組合の統制力と組合員の協力義務の範囲に合理的な限定を加えることが必要である。選挙においてどの政党どの候補者を支持するかは、投票の自由と表裏をなすものとして、個人的な政治的思想や見解に基づいて自主的に判断すべき事柄であるから、労働組合が支持政党や統一候補を決定して選挙運動を推進するのは自由だが、組合員に対して協力を強制することはできず、費用負担についても同様である。安保闘争資金は、安保闘争により不利益処分を受けた組合員への救援を目的とするものであり、主目的の一つである共済活動に属するものであって、組合員の政治的自由の制約の程度は軽微であるから、徴収は許容される（百選91）
　　　　　　　→決議自体は有効だが納入義務は不発生という構成（納入すれば任意カンパ）

　　　　　　　→特別徴収ではなく、一般組合費からの支出も同様の問題は生じうる

　　　　　　　→労働者の地位向上に直接関係する政治活動か否かで区別するのが通説的見解

　　　　　　　→ユシ協定がある場合は、脱退の自由はあっても、事実上強制加入に近い

　【3】違法支出を争う場合

　　　　　・組合への返還（代表訴訟？）／自己への返還（持分ない？）／支出違法確認を前提とした差止仮処分？

［7］労働組合の統制

　【1】統制権の根拠

　　　　　・組合は私的団体なのだから、統制権の根拠は組合員の合意（それを示すのが組合規約）

　　　　　　　→それを憲法28条が承認している（公序良俗違反にはならない）

　　　　　・憲法28条による団結権保障の効果として、労働組合は目的達成に必要かつ合理的な範囲で組合員に対する統制権を有する（百選93）
　【2】統制処分の種類

　【3】統制事項

　　（1）組合員の政治的自由との関係

　　　　　・統一候補の選に漏れた組合員が方針に反して立候補しようとするとき、これを断念するよう勧告／説得することは許されるが、その域を超えて断念を要求し、従わないことを理由に処分することは統制権の限界として許されないが、この理は組合員の立候補の自由との関係のみならず、政治活動の自由との関係についても妥当するから、組合員の政治活動を一般的包括的に制限禁止して違反者を処分する決議は統制権の限界を超えるものとして無効である（百選93）
　　（2）組合員の言論の自由

　　　　　・組合民主主義の下での組合員の固有の権利

　　　　　　　→目的態様が不当／言論内容が虚偽－のような事情がない限り、統制処分は無効

　　　　　・組合員の自発的活動であっても、労働者の立場からする経済的地位の向上を企図する行為である限り正当な組合活動であり、執行部への批判活動も原則として自由である（憲21）が、ビラの内容／配布時期／配布対象などを総合判断して、一般に組合の団結や秩序維持に影響を及ぼすおそれがあるとみられる場合は、それが統制権の範囲内に属する事項である限り統制の対象となり得る。本件において除名をもってのぞむのは社会通念に照らして著しく合理性妥当性を欠き、除名は統制権の限界を超えて無効である（百選94）
　　（3）違法な指令への服従義務

　　　　　・違法指令に従うことを拒否して国家法を遵守した者への制裁を裁判所は是認できない？

　　　　　　　→指令の時点では違法か否かは明白ではない（責任阻却の余地？）

　【4】統制処分の手続的正義

1-4労働組合の組織の変動

［1］解散（労組10）

［2］分裂
　　　　　・権利能力なき社団の財産は、総社員の総有に属するものであり、総社員の同意のない限り、現社員や元社員は当然には共有持分権／分割請求権を有するものではない（判例）
　　　　　・旧組合は組織的同一性を損なうことなく残存組合として存続し、新組合は旧組合とは別個の存在とみられるのが通常であって、旧組合の内部対立により統一的な存続／活動が極めて高度かつ永続的に困難となって集団的離脱と新組合結成という事態が生じた場合に初めて組合の分裂という特別の法理の導入の可否について検討する余地が生じるにすぎない。本件は機能喪失により自己分解したとは評価できず、組織的同一性を失うことなく存続しているから、財産は旧組合にそのまま帰属する（百選96）
［3］組織変更

2章　団体行動

2-1総説

［1］団体行動に対する法的保護

［2］争議行為に対する法的保護

　【1】刑事免責

　　　　　・刑法35条は団体行動であって目的達成のためにした正当なものについて適用する（労組1Ⅱ）

　　　　　　　→憲28条の法的効果を確認した規定であり、憲法組合／争議団にも適用

　【2】民事免責

　　　　　・正当な争議行為によって損害を受けたことを理由に組合／組合員に賠償を請求できない（労組8）

　　　　　　　→憲28条の法的効果を確認した規定であり、憲法組合／争議団にも適用

　【3】不利益取扱の保護

　　　　　・労組法7条1号に該当

　　　　　　　→憲法確認規定なら私法上も無効／創設規定なら公序良俗違反として無効

［3］組合活動に対する法的保護

　【1】組合活動権の内容

　　　　　・刑事免責については労組1Ⅱ

　　　　　・民事免責について労組8は「争議」のみを規定するが、憲法確認規定である以上、当然に組合活動も含む

　【2】争議行為の法的保護との違い

　　　　　・争議権は団体交渉における労使対等を実現する手段としての権利

　　　　　・組合活動権は、団結体の活動を日常的に保障する権利

　【3】争議行為と組合活動の区別

　　　　　・争議行為＝使用者の業務の正常な運営を阻害する行為（業務阻害行為説＝通説）
→憲法は「団体行動」とするだけで、「争議」とは明示していない（←労働者地位向上説）

→企業別組合なので多様な戦術を認めないと労使対等は実現できない

　　　　　　　→なお労働関係調整法7条は、労働委員会が調整に乗り出す場合の規定であって根拠にはならない

［4］争議行為と賃金

　【1】争議行為参加者

　　（1）ノーワーク・ノーペイの原則（民623）

　　（2）賃金請求権喪失の根拠
　【2】賃金カットの範囲
　　　　　・労働協約などの定め／労働慣行の趣旨に照らし個別的に判断するのを相当とし、いわゆる抽象的一般的賃金二分論を前提とする主張はその前提を欠き失当（百選110）
　【3】割合的カット

　　　　　・怠業／労務の一部拒否が行われた場合は、労務を提供しなかった割合で賃金請求権を喪失（判例・通説）

　　　　　・出張／外勤拒否闘争に対して、外勤などを命じた本件業務命令は争議行為を否定する性質のものではないし、従来の慣行を無視した信義則に反するものでもないから、組合員が業務命令によって指定された時間や外勤業務に従事せずに内勤業務に従事したことは債務の本旨に従った労務の提供とはいえず、また、会社は業務命令を事前に発したことによって出張／外勤以外の労務の受領を予め拒絶したものと解すべきであるから、組合員が提供した労務を受領したということはできず、会社は組合員に対して内勤業務に対応する賃金の支払義務を負うものではない（百選111）

　　　　　　　→争議状態下での業務命令が、業務上の必要性なし／組合弱体化などの不当目的なら、業務命令権の濫用／団結権侵害／不当労働行為として業務命令は無効になる

　　　　　　　→業務命令と異なる労務提供は直ちに債務の本旨に沿わない？労働契約内容に沿ったものであれば…

　　　　　　　→受領拒絶とその濫用／賃金支払義務の存否との関係は、ロックアウト法理を類推すべき？

　【4】争議行為不参加者

　　（1）争議の態様

　　　　　・部分スト＝組合員の一部のみが参加するストライキ

　　　　　・一部スト＝組合員全員がストライキに参加するが、全労働者の一部に過ぎない場合

　　（2）賃金と休業手当

　　　　　・就労が有価値で可能な場合

　　　　　　　→使用者は賃金支払義務を負うが、ロックアウトにより組合員に対しては支払義務を免れる

　　　　　・就労が客観的に無価値な場合（使用者は就労させたくても客観的にできない場合）

　　　　　　　→使用者の経営領域内の問題＝使用者の責めに帰すべき事由として危険負担により○？

　　　　　　　→帰責性ありとは言えないなら危険負担では×

　　　　　　　　　→不可抗力ではないから労基26の「責めに帰すべき事由」には該当し、6割以上の手当？

　　　　　　　　　　　→労基26の帰責事由は過失より広い概念であることが前提（通説）

　　　　　　　　　→不可抗力であって労基26にも該当せず、賃金を払う必要はまったくない？

　　　　　・組合員の一部によるストが原因で参加しなかった労働者の労働が社会観念上不能／無価値となり、労働義務を履行することができなくなった場合、労働契約上の危険負担の問題として考察すべきであり、使用者が不当な目的をもって殊更にストを行わせるなど特段の事情がない限り、「債権者の責めに帰すべき事由」には該当せず、不参加労働者は賃金請求権を失う。労基法26条の「使用者の責めに帰すべき事由」は過失責任主義と異なる概念であって、民法536条2項の「債権者の責めに帰すべき事由」より広く、使用者側に起因する経営／管理上の障害を含むが、ストは組合が主体的判断と責任に基づいて行ったものであり、会社側に起因する経営／管理上の障害によるものではないから、休業手当を請求することはできない（百選112）
　　　　　　　→最終的には使用者の帰責事由の有無に帰着（一部ストと部分ストでは判断が分かれうる？）

　　　　　　　→就労が有価値か無価値かは、帰責事由の判断にすぎない？

2-2正当な団体行動

［1］団体行動における「正当性」

　　　　　・市民法上は違法とされる行為を特別に保護する点に意義（市民法上は違法でも労働法上は合法）

　　　　　　　→労働法上の視点から、主体／目的／態様／手続などを総合考慮して社会通念で判断

［2］争議行為の正当性

　【1】目的

　　（1）政治スト
　　　　　・使用者に対する経済的地位の向上の要請とは直接関係のない政治的目的のために争議行為を行うことは憲法28条の保障とは無関係であり、スト参加者に対する出勤停止処分は有効（百選104）
　　　　　・部分的正当説をとったとしても、憲法28条は労使対等の実現に重点があることを踏まえれば…

→経済的ストより正当性を有する範囲は狭く、職場の最低限度の機能は保持する必要がある？

　　（2）同情スト

　　　　　・他企業の争議を支援することは、団体交渉で解決できるものではない

　　　　　　　→団交中心説なら政治ストと同様に正当性を否定する

　　　　　　　→経済的地位向上説なら、双方の労働条件や経済的利害に実質的関連性があれば、正当性の余地

　　（3）経営生産事項に関する要求

　【2】態様

　　（1）総論

　　　　　・争議権を認めた法の精神を具体的に実現するものか否かで判断

　　　　　　　→相手方との関係も影響する＝原因／経過／当事者の態度など諸般の事情を考慮する

　　（2）ピケッティング
　　　　　・ストライキの本質は労務供給義務の不履行にあり、手段方法は団結して労働力を利用させないことにあるのであって、不法に使用者側の自由意思を抑圧し財産に対する支配を阻止するような行為は許されない。また使用者はスト期間中でも業務遂行を停止しなければならないものではなく、操業継続のための必要な対抗措置をとることができる。労働者側が非組合員等によるタクシー運行を阻止するため、説得活動の範囲を超えてタクシーを労働者側の排他的占有下に置いてしまう行為は正当な争議行為とすることはできない（百選105）
　　（3）怠業

　　　　　・労務の完全な不提供が認められるなら当然に一部不提供（消極的怠業）は認められる

　　　　　　　→積極的怠業（施設や製品の破壊／不良品の作成）は正当性を有しない

　　（4）順法闘争

　　（5）生産管理

　　　　　・使用者の意思に反して施設を支配下に置き自ら企業経営を行う争議行為

　　　　　　　→私的所有権を一時的にも否定するものであり正当性はない（判例・通説）

　　　　　　　→一種の緊急避難として、経営者が夜逃げして賃金を確保するために認められる余地？

　　（6）職場占拠

　　　　　・使用者の利用を一切不可能にさせる全面排他的な占拠は正当性を有しない（争いなし）

　　　　　　　→スト実効性確保のための座り込みなど部分的並存的占拠は、操業の妨害となっても正当性あり？

　　　　　　　→操業を妨害しない限度での滞留のみが正当性を有する？怠業も職場占拠＋操業妨害だが…

　　（7）ボイコット

　　　　　・原則として正当性あり→暴行／強迫／虚偽の宣伝などは正当性が否定される

　　（8）指名スト

　　　　　・争議手段として配転対象者の労務不提供という手段を選択し、当該従業員が争議行為に出たときは労務不提供にとどまる限り正当性を有する（裁判例・百選106）
　　　　　　　→組合用務に従事させるための方便／ストに名を借りた業務命令拒否は争議権の濫用

　【3】手続の妥当性

　　　　　・山猫スト＝組合員の一部が独自に行うストは、団交主体となり得ない／団結権を阻害する→正当性なし

　　　　　　　→争議団として肯定するにしても、組合の内部問題は残る

　【4】開始時機

　　（1）団体交渉を経ない争議行為

　　　　　・「交渉開始→要求拒否→最終手段」のどの時点から正当性がある？

　　　　　・団体交渉中心説なら、少なくとも団体交渉を経ないストは正当性を有しない（ストは団体交渉の補完手段）

　　　　　　　→原則として「要求拒否」段階に至って正当性を有する

　　　　　・労働者地位向上説なら、労使間に主張の対立があり、スト発展のおそれが客観的に存在していればOK

　　　　　　　→争議行為は戦術であって、労働組合が決しうる事項

　　（2）予告を経ない争議行為

　　　　　・労使関係における信義則として予告する義務

　　　　　　　→事業運営に対する混乱の程度／予告をしない目的－など個別具体的に判断

→予告は争議手段に過ぎず、一般的には労働組合に予告義務はない？

　　　　　　　→労働協約上の予告義務違反は、正当性とは別に、労働協約違反の責任は生じうる

［3］組合活動の正当性

　【1】目的

　【2】主体
　【3】態様

　　（1）一般的基準

　　　　　・就業時間内の組合活動は原則として正当性を認められない（時間的側面）

　　　　　・事業場内の組合活動は使用者の施設管理権に基づく規律や制約に服する（場所的側面）

　　　　　・終業時間外／事業場外でも、労働契約上の誠実義務による制約の余地がある

　　（2）時間的側面

　　　〔a〕労働時間中の組合活動－リボン闘争の正当性
　　　　　・争議行為と付随してなされるものは、争議行為の正当性を判断すれば足りる

　　　　　・争議行為と独立してなされ、それ自体は業務阻害とはならない組合活動をいかに扱うか（リボン闘争）

　　　　　　　→労働義務（職務専念義務）に反するものは正当性を有しない

　　　　　・公社法（職務専念義務規定）は、勤務時間／職務上の注意力のすべてを職務遂行のために用い職務に従事しなければならないことを意味するものであり、職務専念義務違反が成立するためには、現実に職務の遂行が阻害されるなど実害の発生は必ずしも必要ではない（百選76）
　　　　　・ホテル内でのリボン着用闘争は、職務専念義務に反し許されず、正当な組合活動とはいえない（百選97）
　　　〔b〕休憩時間中の組合活動

　　　　　・労働時間中の組合活動に比べれば正当性は認められやすい→通常は企業の施設管理権との衝突が問題

　　　〔c〕労働時間外の組合活動

　　　　　・職場外での情報宣伝活動も企業の円滑な運営や利益を不当に侵害してはならず、内容が不当な場合はもとより、内容が相当であっても外部的態様（時間／場所／行動内容…）から取引先に不当な不安や動揺を生じさせて企業の円滑な遂行を妨げるおそれが生じた場合も同様である（判例）
　　（3）場所的側面

　　　〔a〕ビラ貼りの正当性
　　　　　・企業は存立維持／事業の円滑運営を図るため、人的要素／物的施設の両者を総合して合理的合目的的に配備組織して企業秩序を定立するのであって、物的施設を許諾された目的以外に利用してはならない旨を一般的に規則で定めることができ、違反行為には企業秩序を乱すものとして懲戒処分を行うことができる。労働者の施設利用は原則として、雇用契約の趣旨に従って労務提供するのに必要な範囲において、定められた企業秩序に服する限度で許諾されるにとどまり、労働組合が物的施設を利用する権利を保障されているとする理由もないから、組合員であるからといって許諾なしに物的施設を利用する権限ももたない。したがって利用を許さないことが権利濫用と認められるような特段の事情のない限り、ビラ貼りは使用者の権限を侵害し、企業秩序を乱すものであって、正当な組合活動とはいえない（百選98）
　　　〔b〕ビラ配布の正当性

　　　　　・手渡しなら施設管理権との衝突は少なく、ビラ貼りよりも正当性を広くみとめやすい

　　　〔c〕組合集会での利用

　　　　　・使用者が組合集会のために施設利用を許諾するかは、原則として使用者の自由な判断に委ねられており、利用を受忍しなければならない義務を負うものではないから、権利濫用と認められる特段の事情のない限り、利用を許諾しないからといって不当労働行為を構成するものではない（百選122）
［4］使用者側の対抗行為

　【1】争議中の操業

　　　　　・使用者はスト期間中でも業務遂行を停止しなければならないものではなく、操業継続のための必要な対抗措置をとることができる（百選105）
　　　　　・代置労働者の禁止など「スキャッブ禁止協定」は、違反しても協約違反の問題にすぎない

　　　　　　　→違反しても実力行使が認められるわけではないが、懲戒権濫用などの事情として考慮されうる

　【2】ロックアウト

　　（1）使用者のロックアウト権
　　　　　・争議権を認めた法の趣旨は労使対等の促進と確保にあり、一般的には力関係において優位に立つ使用者に争議権を認める理由はない。しかし、使用者に対して一切争議権を否定し、一般市民法による制約の下で対抗措置をとり得るに過ぎないとするのは相当ではなく、個々の具体的労働争議の場において、労働者側の争議行為によりかえって労使間の勢力の均衡が破れ、使用者側が著しく不利な圧力を受けるような場合には、衡平の原則に照らし、圧力を阻止して労使間の勢力の均衡を回復するための対抗防衛手段として相当性が認められる限りにおいては、使用者の争議行為も正当なものとして是認される。相当か否かは、交渉態度／経過／組合側の争議行為の態様／使用者側の受ける打撃の程度－など諸事情から判断すべき（百選113）
　　（2）ロックアウトの要件

　　　　　・正当でない争議行為を行ったことは、ロックアウトの正当性判断の一要素にすぎない

　　　　　・開始時点では正当なロックアウトでも、労使勢力の均衡が回復されれば、その後は正当性を失う（判例）
　　　　　・先制的／攻撃的ロックアウトは正当性を有しない（判例）
　　（3）ロックアウトと職場占拠

　　　　　・ロックアウトに意思表示を求めると、通告後の職場占拠が違法性を帯びるかが問題

　　　　　　　→近年は、両者は別問題であり、ロックアウトは賃金支払拒否の問題として理解

［5］正当性のない争議行為と責任

　【1】刑事責任

　　（1）労働組合→特別の規定のない限り責任は負わない（個人責任）

　　（2）組合員
　【2】民事責任
　　（1）労働組合→不法行為責任（民法44Ⅰ／709／715）を負い、債務不履行責任は生じない

　　（2）組合員の民事責任
　　　　　・組合役員としてピケストを実施し、他の組合員と共同して実行した者であるから、共同不法行為に基づいて損害を賠償する責任を負う。ピケスト実施について指導助言していた支援労働者も共同不法行為が成立する（裁判例・百選108）
　【3】懲戒責任
　　（1）組合員
　　　　　・団体責任限定説→就業規則で定められる企業秩序は平常時を前提としており、個人責任は課せられない

　　　　　・個人責任肯定説→個人への懲戒処分も可能

　　（2）幹部責任

　　　　　・現実の行為と役割／企業秩序侵犯の程度－から行為責任として懲戒処分を受ける

　　　　　・執行委員長と支部役員は、現場で指揮し率先実行行為に当たったものであるから懲戒解雇は正当。しかし指導的行動的ではなかった組合役員と一般組合員は、組合幹部で現場の率先指揮に当たった者が減給処分にとどまり、一般組合員のほとんどが処分対象となっていないこととの均衡を考えると、懲戒解雇を選択したことは合理性がなく、懲戒権の濫用にあたる（裁判例・百選109）
　【4】第三者の法律上の地位

　　（1）労働組合側に対する責任追及

　　　　　・争議行為の正当性が否定されても第三者に対して不法行為責任は負わない（多数説）

　　　　　　　→労働者は使用者の履行補助者に過ぎず、争議行為は企業内部の問題であるから、対外的責任は使用者
　　　　　　　→使用者が第三者に損害賠償した場合には、組合に求償することができる

　　（2）使用者に対する債務不履行責任の追及
　　（3）使用者に対する不法行為責任の追及

2-3争議の調整

［1］労働委員会

　【1】意義

　【2】組織

　【3】権限→労働争議調整／救済命令／資格審査／労働協約の拡張適用

［2］争議の調整

　【1】原則

　【2】対象
　【3】類型→斡旋／調停／仲裁／緊急調整

3章　団体交渉

3-1団体交渉の意義・要件

［1］団体交渉の意義

　【1】団体交渉の機能

　　　　　・労働関係に関する事項について合意の達成／紛争の解決／苦情の処理を目的として行う交渉

　　　　　　　→労働協約締結目的を強調すると、合意主体となれないものを排除する方向へ

　　　　　・労働力の集合的取引／ルール形成／意思疎通手段

　【2】団体交渉の法的効果

　【3】団体交渉の諸類型→産業別交渉／企業別交渉／職場交渉

　【4】団体交渉類似の交渉

　　（1）労使協議制→団体交渉の前段的手続／代替的手続（説明報告／意見聴取／事前協議）

　　（2）苦情処理手続

　　（3）過半数代表制

［2］団体交渉の当事者と担当者

　【1】団体交渉の当事者

　　（1）労働者側当事者

　　　〔a〕単位組合の当事者性→憲28条に適合する団体なら○／唯一交渉団体条項を結んでも無効

　　　〔b〕上部団体と下部組織

　　　　　・憲28条に適合＋単位組合に統制力を有する上部団体は、加盟組合共通事項について団体交渉権あり

　　　　　　　→単位組合固有の問題についての団体交渉権はない

→規約の定め／労使慣行があれば、単位組合と競合して団体交渉することは可能

　　　　　　　　　→両者で意思統一が不完全な場合は、二重交渉を避けるため団体交渉を一時的に拒否できる

　　　　　　　→交渉権限の委任を受けて上部団体が単位組合に代わって交渉することはあり得る

　　　〔c〕争議団

　　　　　・憲28条に適合する組織といえるならば当事者と認められる（通説）

　　　　　　　→団交中心説は否定の方向だが…

　　　〔d〕被解雇者団体

　　　　　・労組7②「使用者が雇用する労働者」とあるが…

　　　　　　　→解雇を争う／未払金を争う以上、労働関係終了は未確定／不完全であり、当事者たりうる（通説）

　　　〔e〕駆込み加入

　　　　　・解雇が争われる限り、労働関係終了は未確定／不完全であり、当事者たりうる（通説）

　　　　　　　→社会通念上合理的期間内に団交申入れをする必要はある

　　　〔f〕複数組合による共同交渉

　　　　　・使用者は個別交渉に応じるのが原則であるが、複数労働組合が共同交渉を求めるためには、相互間で統一された意思決定の下に統一した行動をとり、交渉を統一的に遂行して妥結することができる団結の条件（統一意思と統制力）が確立されていることが必要であり、これを欠く共同交渉申入れに対しては使用者は応諾義務を負わない。ただし、協定などで共同交渉を約している場合／労使慣行となっている場合／共同交渉に応じることが合理的かつ相当と認められる特段の事情がある場合には、この限りでない（百選119）
　　（2）使用者側当事者

　　　　　・使用者団体が当事者となるには、約款の明記／使用者からの委任－が必要

　【2】団体交渉の担当者

　　（1）労働者側担当者

　　　　　・労働組合の代表者／労働組合の委任を受けた者が交渉権限を持つ（労組6）

　　　　　　　→交渉権限と妥結権限／締結権限は別であり、通常は労働協約締結には組合大会の承認が必要

　　　　　・「委任」は団交という事実行為を委任する準委任

　　　　　　　→受任者に制限はないが、法人（団体）への委任は認められない？（受任した団体の意思が介在する？）

　　　　　・労働協約での第三者委任禁止条項は、交渉担当者の自主的制限にすぎず有効
　　　　　　　→団体交渉権の不当な制限／組合の内部運営に対する支配介入であり無効？（労組6は強行規定？）

　　（2）使用者側担当者

　　　　　・労働協約の締結権限がなくとも、交渉権限が与えられている以上、交渉申入れに応じた上、合意が成立したときには協約締結権者に具申して協約が成立するよう努力すべきであり、団体交渉の拒否は認められない（判例）
　【3】集団的労働関係における使用者
　　　　　・一般に使用者とは労働契約上の雇用主をいうものであるが、労組7条が団結権侵害に当たる行為を是正排除して正常な労使関係を回復させることを目的としていることにかんがみれば、雇用主以外の事業主であっても、雇用主から労働者の派遣を受けて自己の業務に従事させ、労働者の基本的な労働条件等について、雇用主と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支配／決定することができる地位にある場合には、その限りにおいて、当該事業主は同条の使用者にあたる（百選4）
3-2団体交渉の保護

［1］団体交渉の対象事項

　【1】総説

　　　　　・義務的団体交渉事項＝労働者の経済的地位or労働組合に関連する事項で、使用者が処分可能なもの
　　　　　　　→団交申込を使用者が拒否すれば不当労働行為が成立

　　　　　　　→経営に関する事項であっても、労働条件に関連する限り、義務的団交事項になる

【2】各論

　（1）個々の組合員に関する事項

　　　　・個別組合員の解雇や配転に関しても義務的団交事項となる→組合員の労働条件に影響を与えるといえる

　（2）非組合員に関する事項

　　　　・原則として対象外だが、組合員の労働条件／待遇に直接関連している場合は義務的団交事項

　（3）待遇に関する事項

　　　　・セクハラや企業内いじめも義務的団交事項になる（団交は労働協約締結のみが目的ではない）

　（4）労使関係の運営に関する事項

　　　　・組合事務所や掲示板の貸与／団交手続／争議手続／チェックオフ／ユシ協定など

　（5）労働協約規定事項→平和義務
［2］団体交渉の手続と態様

　【1】使用者の団体交渉義務の基本的内容

　　（1）団交応諾義務と誠実交渉義務

　　　　　・団交に応ずるよう求められた場合にそれに応じる義務（労組7②はその具体化）

　　　　　・使用者は、自己の主張を相手方が理解して納得するよう誠意をもって団体交渉に当たらなければならず、労働組合の要求や主張に対する回答や自己の主張の根拠を具体的に説明したり、必要な資料を提示するなどし、また組合の要求に譲歩できないとしてもその論拠を示して反論するなどの努力をすべき義務がある（裁判例・百選118）
　　（2）誠実交渉義務が問題とる場合

　　　〔a〕典型事例

　　　　　・引き延ばし戦術（ex構成員の文書提出の要求／出席人数の制限／説明文書の提出要求）

　　　　　・交渉権限のない者による見せかけだけの団体交渉

　　　　　・根拠なく自己の主張に固執する態度

　　　〔b〕交渉打ち切り

　　　　　・誠実交渉義務は団交妥結まで強制するものではなく、労使双方が自己の提案や説明を出し尽くし、交渉を重ねても進展の見込みのない段階に至った場合の使用者の団交打ち切りは誠実交渉義務違反ではない（判例）
　　　　　・交渉打ち切り後、事情の変更が生じない限りさらに団交を申し入れることは無意味であり、その申入れを拒否することは正当な理由があるといえる（裁判例・百選120）
　　　　　　　→相当の事情変更（ex主張の変更／社会情勢の変化）があり再開が有意義と期待できる場合は団交義務

　　　〔c〕差違え条件

　　　　　・条件内容に合理性ない／十分な説明をしない場合には、誠実交渉義務違反として不当労働行為（7②）

　　　〔d〕複数組合間における平等

　【2】団体交渉の開始手続

　【3】団体交渉の態様

　　　　　・言論による説得／折衝にふさわしいものでなければならない

　　　　　　　→脅迫的文言があったとしても、使用者側の対応や態度を含めて総合的に判断

　　　　　・文書によるやり取りは団体交渉とはいえず、書面による交渉に固執することは不当労働行為

［3］団体交渉拒否の救済

　【1】労働委員会による行政救済

　　（1）不当労働行為の救済申立て

　　（2）斡旋の申請

　【2】裁判所による司法救済

　　（1）団交応諾仮処分申請の可否
　　　　　・労組法7条は労使間で私法的効力を有することは否定できない。私法上の効力とは、労働組合が使用者に団体交渉を求める法律上の地位を有し、使用者はこれに応ずべき法律上の地位にあるという限りでの法律関係であるから、労働組合は団体交渉を求め得る地位、使用者の団体交渉に応ずべき地位の確認を請求することができる（百選131）
　　　　　　　→労組7②を公法上の義務に過ぎないとみれば、法的地位の根拠はシステムから導くしかない？（菅野）

　　（2）損害賠償請求

　　　　　・公序良俗違反？労組法7条違反？

4章　労働協約

4-1労働協約の意義

［1］労働協約の定義と機能

　【1】労働協約の定義

　　　　　・労働組合と使用者との間で結ぶ労働条件その他に関する書面による協定（労組14）

　　　　　・労働関係の規律にとって基準的な意義を有する労働組合と使用者の合意（実質的定義）

　【2】労働協約の機能

　　（1）労働条件保護機能→集団的統一的決定されることによる有利な労働条件の確保

　　（2）平和維持機能――→労使関係に一定の秩序と平和（相対的平和義務）

　　（3）組織強化拡大機能→協約上の労働条件基準を非組合員に拡大して組織を維持拡大

［2］労働協約の法的性質
4-2労働協約の成立要件

［1］当事者

　【1】労働組合

　　（1）自主性不備組合→契約説に立つと労組16条は適用されず契約として効力を有するにすぎない

　　（2）上部団体

　【2】使用者・使用者団体

［2］締結権限

［3］労働協約の内容－規範的部分（労組16）

　【1】労働条件に関する基準

　　　　　・賃金（額／支払方法／支払時期／退職金）／労働時間／休日／安全衛生／災害補償

　【2】待遇に関する基準

　　（1）人事に関する事項

　　　　　・昇進／配転／出向／賞罰／解雇に関する定めなど

　　　　　　　→手続であって基準ではないから債務的効力を有せず、濫用法理で対応する？（菅野）

　　（2）解雇協議条項

　　　　　・本件事前協議の対象事項には、事柄の性質から事前協議に親しまない場合／事前協議を到底期待できない特別な事情がある場合－を除いて従業員の解雇や処分を含むと考えるのが合理的である（百選100）

　　（3）福利厚生に関する事項

［4］労働協約の内容－債務的部分

　　　　　・ユシ条項／組合活動条項／第三者委任禁止条項／団交条項／平和条項／争議条項

［5］労働協約の要式

　【1】書面・署名押印（労組14）

　【2】要式を欠いた労働協約の効力
　　　　　・書面／署名押印が求められるのは、不必要な紛争を防止するため労働協約として結実したことを存在形式において明示する趣旨であるから、書面で作成され、かつ、署名または記名押印のない限り、労働条件その他に関する合意が成立しても労働協約としての規範的効力を与えることはできない（百選99）
4-3労働協約の効力

［1］規範的部分と債務的部分

［2］規範的効力

　【1】労組16条

　　　　　・労働協約に定める労働条件／待遇に関する基準に違反する労働契約の部分は無効とする

　　　　　　　→無効となった部分／労働契約に定めがない部分は基準の定めるところによる

　【2】直律的効力

　　　　　・労働協約が労働契約の内容に影響を及ぼすこと

　　　　　　　→労働協約の内容がそのまま労働契約の内容になる（化体説）
　　　　　　　　　→標準的定型的な条件を定めるのが通常／労組16条の文言の素直な解釈

　　　　　　　→労働協約は労働契約を外部から規律しているにすぎない？（外部規律説）

　【3】有利原則の有無（労働協約より有利な労働契約）

　【4】協約自治の限界

　　（1）外在的限界→労働協約といえども強行法規には反し得ない

　　（2）内在的限界

　　　〔a〕新労働協約による不利益変更（労働契約より不利な労働協約）

　　　　　・労働協約は集団的な自己決定があるといっても、一部に重大な不利益が及ぶ

　　　　　　　→内容が合理的か（公正代表義務／信頼保護／組合員間の実質的平等）

　　　　　　　→手続が慎重か（単なる多数決では足りない？）

〔b〕労働組合の目的から逸脱している場合

　　　　　・協約締結の経緯／会社の経営状況／基準の全体としての合理性－に照らせば、当該協約が特定／一部の組合員を殊更に不利益に扱うことを目的に締結されたなど、労働組合の目的を逸脱して締結されたものとはいえず規範的効力は否定できない。不利益変更の一事をもって規範的効力を否定することもできないし、労働者の個別同意や個別授権がない限り規範的効力が認められないわけでもない（百選101）
　　　〔c〕個人の権利として具体化した事項

　　　　　・すでに具体的な退職金請求権が発生しており、これに新協定の基準を遡って適用できない（判例）
　　　　　　　→発生済みの権利は、すでに個々人の私的領域に移行しており、組合は介入できない

　　　〔d〕個人の意思が尊重されるべき事項

　　　　　・労働契約上の地位の得喪／就労時間外の事項

　　　　　　　→義務付け条項（ex配転条項）は？ギブ＆テイクを重視すれば効力が及ぶ？

　　　　　　　→チェック・オフについては争いあり

　　　　　・労働組合に管理権はあるが処分権はない事項であり、個別授権があれば許される

　　（3）労働協約に対する司法審査
［3］債務的効力

　【1】意義

　【2】平和義務

　　（1）意義

・当事者が協約有効期間中に協約規定事項の改廃／変更を求めて争議行為を行わない義務（相対的平和義務）

　　　　　　　→争議行為であって団交申入れは可能だが、義務的団交事項ではない

　　　　　　　→契約解釈／契約履行／規定外事項／合理的期間での次期協約―は平和義務に反しない

　　　　　　　→平和条項は、紛争時に事前協議や予告など一定の手続を経なければ争議行為を行えない旨の定め

　　　　　・当事者が協約有効期間中に「一切の」争議行為を行わないという合意による義務（絶対的平和義務）

　　　　　　　→労働者に不可欠な基本的人権を不当に制約するもので認められない（多数説）

　　（2）相対的平和義務の根拠
　　（3）平和義務違反の争議行為

　　　　　・懲戒解雇は企業秩序の違反に対する一種の制裁罰であるが、平和義務に違反する争議行為が、その平和義務が労働協約に内在する相対的平和義務であっても、絶対的平和義務条項に基づく平和義務である場合であっても、単なる契約上の債務不履行であって、これをもって企業秩序の侵犯にあたるとすることはできず、ここの組合員がかかる争議行為に参加することも、労働契約上の債務不履行にすぎないものと解するのが相当である。したがって、労働者が平和義務に違反する争議行為に参加することをもって懲戒処分には付しえない（百選107）

　　　　　　　→平和義務違反の争議行為を正当と判断している（争議行為が違法なら懲戒できるのが判例の立場）

　　　　　　　→なぜ労働契約上の債務不履行なのか？債務的部分ではないのか？普通解雇ができる？

　　　　　・内在説＝本質に反する重大な義務違反として争議行為の正当性は否定される

　　　　　　　→民事免責は否定／背信性は大きくとも刑事免責の否定までにはいかない？

　　　　　・合意説＝単なる債務不履行に過ぎず争議行為の正当性に影響は与えない（争議条項／平和条項違反と同様）

　　　　　・労働組合の債務不履行責任は、相当因果関係内にある全損害

　　　　　　　→使用者の信頼や期待に対する侵害にすぎず無形損害にとどめるべき？（合意説的）

［4］一般的拘束力

　【1】事業場単位の一般的拘束力

　　（1）制度趣旨

　　　　　・一の工業事業場に常時使用される同種の労働者の4分の3以上の労働者が一の労働協約の適用を受けるに至ったときは、他の同種の労働者に関しても当該労働協約が適用される（労組17）

　　　　　・労組法17条の趣旨は、事業場の労働条件を統一し、労働組合の団結権の維持強化と、当該事業場における公正妥当な労働条件の実現を図ることにある（百選102）
　　（2）拡張適用の要件

　　　　　・「一の工業事業場」＝労基法上の事業場？例外的に企業も含む？企業でいい？

　　　　　・「常時使用される」＝実質的な継続性があればいい？当該職種が常時必要であればいい？

　　　　　・「同種の労働者」＝協約の適用対象者？パートやアルバイトも含む？

　　　　　・4分の3以上は開始要件であるとともに存続要件？

　　（3）未組織労働者に対する不利益変更協約
　　　　　・規範的効力が一般的拘束力により及ぶ範囲の限定はないこと、労働協約締結には諸条件を考慮しつつ総合的に労働条件を定めるのが通常であって一部を捉えて有利不利をいうのは適当でないこと、労組17条の趣旨は労働条件を統一して労働組合の団結権の維持強化と公正妥当な労働条件の実現を図ることにあること－から、労働協約の基準が一部の点において未組織労働者の労働条件より不利益とみられる場合であってもその効力を及ぼし得ないと解するのは相当でない。ただし、未組織労働者は労働組合の意思決定に関与する立場になく、労働組合は未組織労働者の労働条件の改善などのだめに活動する立場にないから、当該労働協約を特定の未組織労働者に適用することが著しく不合理であると認められる特段の事情があるときは、規範的効力を及ぼすことはできない。不合理であるか否かは、未組織労働者の不利益の程度／労働協約締結に至った経緯／当該労働者が組合員資格を認められているか－などを考慮すべき（百選102）
　（4）少数組合員に対する拡張適用の有無

　　　　　・少数組合の団体交渉権も保障されている以上、少数組合の組合員には適用されない（否定説）

　　　　　　　→少数組合の自主性／団体交渉権を尊重すべき

　　　　　　　→拡張適用を認めると、多数組合よりも有利な法的地位を保障することになる

　【2】地域的の一般的拘束力（労組18）

　　　　　・地域の労働者の大部分→当事者による申立→労働委員会の決議→大臣／知事の決定

4-4労働協約の終了

［1］終了事由

　【1】有効期間の満了

　　　　　・期間の定めをした場合の上限は3年（労組15Ⅰ）

→合意によって更新／延長することは可能／自動更新や自動延長も可能

　【2】解約解除

　　（1）解約の可否

　　　　　・期間の定めがある場合、一方的な解約は原則として許されない（判例・通説）

　　　　　・期間の定めがない場合、90日前の予告＋書面により解約が可能（労組15ⅢⅣ）

　　（2）一部解約の可否

　　　　　・労働協約は相互に関連を有する一体的な合意

　　　　　　　→一方的に自己の不利な部分のみを解約することは原則として許されない（合意があれば可）

　　　　　・客観的に分別でき、分別して扱われることもあり得ると予想するのが合理的と認められる場合には例外的に一方的な一部解約は認められる（裁判例）
　　　　　・締結後の予期せぬ事情変更により条項を維持することが客観的に著しく妥当性を欠き、合意解約に向け十分な交渉を経たが同意が得られず、しかも協約全体の解約よりも妥当な手段であるという場合には、例外的に一部解約は認められる（裁判例）

　　（3）解除の可否

　【3】目的の達成

　【4】当事者の変動

　【5】反対協約の成立

［2］労働協約終了後の労使関係

　【1】債務的部分

　　　　　・法的根拠を失う以上、効力は消滅する

　　　　　　　→慣行として意味を持ちうるから、合理的理由のない廃止変更は支配介入になりうる

　【2】規範的部分－労働協約の余後効
　　　　　・協約自体が失効しても、その後も存続する労働契約の内容を規律する補充規範が必要であることに変わりはなく、就業規則などの補充規範たり得る合理的基準がない限り、従前妥当してきた支給基準が労働契約を補充して労働契約関係を規律するものと解するのが相当（裁判例・百選103）
5章　不当労働行為

5-1不当労働行為救済制度の意義

［1］不当労働行為救済制度の意義

　　　　　・組合活動に対する妨害干渉行為を禁止し、違反があれば労働委員会によって救済を図る

［2］不当労働行為救済制度の目的
　　　　　・労働委員会の救済命令制度は、使用者の一定の行為を不当労働行為として禁止した7条の実行性を担保するために設けられたものであり、正常な集団的労使関係秩序の迅速な回復確保を図るとともに、専門的知識経験を有する労働委員会の裁量によって個々の事案に応じた適切な是正措置を決定しこれを命ずる権限を委ねる趣旨（百選125）
［3］不当労働行為の類型

　【1】類型

　　（1）不利益取扱い（1号／4号）

　　　〔a〕正当な組合活動を理由とする不利益取扱い

　　　　　・組合員であること／加入したこと／結成したこと／正当な行為をしたこと－ゆえの不利益取扱いの禁止

　　　〔b〕黄犬契約

　　　　　・組合不加入／組合脱退を雇用条件とする労働契約を結ぶこと

　　　　　　　→雇用の継続条件とすることも含む（通説）／組合不結成や組合活動しないことも含む（通説）

→ユシ協定は該当しない（但書）が、そもそも本文と対応していない

　　　〔c〕報復的取扱い（4号）→労働委員会などへの申立

　　（2）団交拒否（2号）→正当理由ない団交拒否（誠実交渉義務違反を含む）

　　（3）支配介入（3号）

　　　〔a〕支配介入→組合の結成／運営に対して支配／介入すること

　　　〔b〕経費援助→運営経費に対して経理上の援助を与えること

　【2】類型間の関係

　　　　　・1号や2号に該当する場合は、3号に該当することが普通

　　　　　　　→1号は個人を対象にしたもの／3号は組合を対象にしたもの（並列説）

　　　　　　　→3号が包括的規定／その他が特則的規定？（包括規定説）

　　　　　・ストを理由とした過剰な賃金カットは個人的な雇用関係上の権利利益を侵害するにとどまらず、被害を通じて組合活動の意思を萎縮させ組合活動一般を抑圧ないし制約し、組合運営について支配介入するという効果を必然的に伴うものであり、労組法7条1号および3号の不当労働行為にあたる（百選128）
　　　　　　　→各類型を相互補完的に活用して具体的事情に即して解決する

5-2不当労働行為の要件

［1］共通の要件

　【1】使用者

　　（1）責任主体としての使用者

　　　〔a〕実質上使用者と類似した地位にある者

　　　　　・労働条件等について雇用主と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支配／決定できる地位にある場合（百選4）
　　　〔b〕実質上使用者と同一性が認められる場合

　　　　　・法人格否認の法理

　　　　　　　→形骸化なら認めやすい／濫用の場合は偽装解散のような場合でない限り難しい？

　　（2）帰属主体としての使用者

　　　　　・上級職制（部課長）は、使用者の利益代表者／指示や意を受けた者と推認され、使用者に該当

　　　　　・下級職制（係長や現場監督）は、指示や黙示の承認があれば、使用者に該当

　【2】不当労働行為意思
　　（1）理由の競合（動機の競合）
　　（2）第三者の強要

　　　　　・組合活動家を排除しようとの意図は、使用者が第三者の意図を知りつつ要求に応じたことにより、使用者の意思に直結して使用者の意思を形成するから、使用者の不当労働行為が成立する（判例）
［2］個別要件

　【1】不利益取扱

　　（1）原因

　　　〔a〕労働組合の行為

　　　　　・目的を逸脱するものでない限り労働組合の行為に該当する

　　　　　　　→不当労働行為の中心目的は自主的活動への妨害禁止であり、自主的に選択決定したものを保護すべき

　　　〔b〕組合内少数派の活動（自発的活動）

　　　　　・組合内で特定の傾向を有する組合活動を行う故をもって差別的に取り扱うことは、当然に不当労働行為（7①③）に該当する（裁判例・百選114）
　　　　　　　→問題は少数派の行為が組合の承認を得ていないが…（組合が責任をとれないが…）

　　　　　　　→組合員の自発的活動であっても目的の範囲内であれば労働組合の活動といえる

　　　　　　　→内部統制の対象になることと、対使用者との関係で保護されるべき活動は別個の問題

→組合は本来的に見解の相違や対立を含むものであり、それをも含めて保護するのが7条の趣旨

　　　〔c〕正当性判断

　　　　　・刑事免責／民事免責が問題となる組合活動の正当性とは別次元の判断

　　　　　　　→使用者の報復的威嚇的行為を許容するに足りるほどの正当性をもっているかどうか

　　（2）結果

　　　〔a〕経済的不利益取扱い―――→解雇／人事／懲戒処分

　　　　　・組合活動を理由とする採用拒否について、労組法上は雇用関係にない者も「労働者」に含まれ、1号本文前段の「その他の取扱」には解雇以外のすべての不利益取扱が含まれるから、採用拒否も不当労働行為にあたる（裁判例・百選117）
　　　　　　　→文言上も雇用労働者のみを対象にはしていないし、黄犬契約より大きい不利益だから当然に該当

　　　〔b〕精神的不利益取扱い

　　　〔c〕私生活上の不利益取扱い

　　　〔d〕組合活動上の不利益取扱い→栄転や異例の昇進も組合活動を困難にさせる

　【2】支配介入
　　（1）意義
　　　　　・支配＝組合の結成や運営について主導権を握り、組合の意思決定を完全に左右するに至ること

　　　　　・介入＝支配にまで至らないが、結成や運営について干渉し、組合の意思決定に影響を及ぼすこと
　　　　　　　→実害の発生は不要であり、意思決定への影響があればいい

　　（2）要件

　　　〔a〕組合結成に対する支配介入→結成妨害／分裂工作

　　　〔b〕組合運営に対する支配介入→加入状況調査／役員人事への干渉／脱退工作／不利益取扱い／活動妨害

　　　　　・使用者だからといって言論の自由が否定されるわけではないが、団結権を侵害してはならないという制約を受けることは免れない。組合に対する使用者の言論が不当労働行為に該当するか否かは、言論の内容／発表の手段や方法／発表の時期／発表者の地位／発表の与える影響－を総合的に判断して、言論が組合員に威嚇的効果を与え組合の組織や運営に影響を及ぼす場合には支配介入となる（百選121）
　　　〔c〕経費援助

　　　　　・就業時間中の団体交渉に対する賃金／福利厚生基金への寄付／最小限の広さの事務所貸与は例外（7③但）

　　　　　・チェックオフ／掲示板の貸与／組合休暇／在籍専従の承認も経費援助にはあたらない

　【3】会社解散
　　（1）真正解散
　　　　　・会社が形式的にも実質的にも解散する場合

　　　　　・企業廃止の自由（憲22Ⅰ）VS団結権（憲28）or生存権（憲25）の調整

　　　　　　　→労働組合壊滅を目的とする解散、解散を理由とする解雇は団結権侵害として不当労働行為

　　　　　　　→解散決議自体を無効とすることは難しい？救済方法は？

　　（2）偽装解散

　　　　　・形式的には解散しているが、実質的には新会社や別会社として存続している場合

　　　　　　　→法人格否認の法理の援用／使用者概念の拡張で、存続会社に不当労働行為の責任を追及

　　（3）会社解散と救済方法
　　　　　・会社は清算手続中であり、未だ被解雇者に何らの措置もとっていないから、原職復帰とバックペイ支払を命じた救済命令は相当（百選116）
　【4】組合並存問題

　　（1）使用者の中立保持義務

　　　　　・各組合は独自の存在意義を認められ、固有の団体交渉権／労働協約締結権と保障されているものであるから、その帰結として、使用者はいずれの組合とも誠実に交渉する義務があり、単に交渉場面に限らず、全ての場面で中立的態度を保持して団結権を平等に承認尊重すべきものであり、各組合の性格／傾向／運動路線によって差別的な取扱いをすることは許されないという中立義務を負う（百選123）
　　（2）具体例

　　　〔a〕少数組合員に対する労働条件の差別→1号＋3号

　　　〔b〕少数組合に対する便宜供与の差別

　　　　　・一方の組合に事務所を貸与しておきながら他方の組合に対してこれを拒否することは、合理的理由のない限り、他方組合の弱体化を図ろうとする意図が推認され、支配介入の不当労働行にあたる（判例）
　　　〔b〕一方組合のみ受諾困難な条件を提示→1号＋3号

　　　　　・本件前提条件（差違え条件）は、抽象的で具体性を欠くにもかかわらず十分な説明をしなかったこと／当該組合が受け入れることにはならないだろうと予測可能であること／受諾しなければ組合員らに動揺をきたし組織力に影響を与えるであろうことを容易に予測可能であること－から、使用者が前提条件に固執したのは、このような状況を利用して組合に不利益な結果を甘受させようとした意図を有していたと評価することができ、不当労働行為（1号／3号）を構成する（百選124）
　　　　　　　→自主的選択／交渉力／団交における取引の自由といかに調和を図るのか

　　　　　　　→条件が組合の運動方針に変更を加えるような重要事項は、もはや取引の自由を逸脱している？

　　　　　　　→誠実な態度があったか否かは、不当労働行為意思を推認する間接事実？

　　　〔d〕団交はあるが一方組合のみ有利な結果

　　　　　・使用者に中立義務が課されるとしても、各組合の組織力／交渉力に応じた合理的／合目的的な対応をすることが中立義務に違反することにはならない。しかし、団体交渉で合理的な取引活動とみられる使用者の態度であっても、交渉事項について既に団結権の否認／嫌悪の意図が決定的動機となって行われた行為があり、団体交渉が既成事実を維持するため形式的に行われているものと認められる特段の事情がある場合には、支配介入の不当労働行為が成立する。本件では、残業を一切命じないという既成事実の上で団体交渉において誠意をもって交渉せず、協定不成立を理由に依然残業を命じないことの主たる動機原因は、組合員を長期間経済的不利益に置くことにより組織の動揺や弱体化を生じさせようとした意図にあったと推断できる（百選123）
　　（3）大量査定差別と労働委員会の審査方法

　　　　　・賞与における人事考課率を組合員とそれ以外の間で比較すると全体として顕著な差異が生じていることが明らかであること／使用者が組合を差別する行動を繰り返していたこと／脱退者の考課率が別組合員の平均考課率に近似する数値に上昇したこと－から、組合所属を理由に差異が生じたとみるほかなく、不当労働行為（1号／3号）が成立する（百選115）
5-3救済手続き

［1］裁判所による司法的救済

　　　　　・労組7条1号違反を理由とする解雇無効／損害賠償／団交を求める地位の確認

　　　　　・組合脱退を勧誘することは支配介入として国賠1条の違法行為にあたる（百選130）
　　　　　　　→不当労働行為は「違法性」の根拠／「団結権」の侵害／公序良俗違反として違法

　　　　　　　→支配介入による労働組合の損害は無形損害を認めるものが多い

［2］救済命令の申立て

　【1】手続

　【2】申立期間

　　　　　・行為の日／継続する行為の終了の日から1年以内

　　　　　・昇給に関する考課査定は向こう1年間の毎月の賃金額の基準となるものであるから、組合員であることを理由に低く査定した場合、賃金上の差別的取扱いの意図は賃金支払によって具体的に実現されるのであって、査定と毎月の賃金支払は一体として一個の不当労働行為をなす。したがって差別的な査定に基づく賃金が支払われる限り不当労働行為は成立する（百選127）
　　　　　　　→1個の自然的行為に限られず、意思や行為の同種性／時間的連続性から一体性や継続性を認める

　　　　　　　→年度を超えた場合も継続しているといえるのか？

［3］当事者

　【1】申立人

　　　　　・1号は組合＋組合員／2号は組合のみ

　　　　　・7条3号を理由として救済申立をするには、当該労働組合のほか、その組合員も申立適格を有する（判例）

　　　　　・スト報復のための賃金カットは7条1号3号に該当し、組合員資格を喪失したとしても、救済を受ける利益は賃金カットがなかったと同じ事実上の状態が回復されるまで存続するから、組合員らの固有の救済利益に消長をきたすものではない。ただし、労働組合が固有の救済利益を有するとしても当該組合員の意思を無視して実現させることはできないから、当該組合員が積極的に権利利益を放棄or労働組合の救済命令申立てを通して権利利益の回復を図る意思のないことを表明－したときは、労働組合は救済を求めることはできないが、そうでなければ組合員資格を喪失したかどうかにかかわらず救済を求めることはできる（百選128）
　【2】被申立人
［4］審査
［5］救済命令の公法的効果

　【1】意義

・不当労働行為が行われなかったのと同じ状態に戻す建前（原状回復主義）

　　→良好な労使関係秩序を形成するという観点

　　　　　・チェックオフ中止申入れに対する拒否を不当労働行為と判断した場合、組合費相当額は組合員自身が会社から受け取るべき賃金の一部でもあるから、会社に今後のチェックオフを中止させた上、控除した額を組合員に支払わせれば不当労働行為によって生じた侵害状態は除去され、不当労働行為がなかったと同様の事実状態が回復される。新組合に組合費相当額を支払うよう命じることは、新組合と会社にチェックオフ協定が締結され、組合員が会社に支払委任するのと同様な事実上の状態を作り出してしまうこととなるから、本件命令は労働委員会の裁量権の合理的行使の限界を超える違法なものである（百選126）
　【2】具体的な救済命令

　　（1）バックペイと中間収入の控除
　　　　　・救済命令は、被解雇者に対する個人的被害の救済という観点からだけではなく、組合活動一般に対する侵害の面をも考慮し、侵害状態を除去是正して正常な集団的労使関係秩序を回復確保する観点からも具体的に決定されなければならない。個人的被害については、既に償われた部分まで支払いを命ずることは原則として実害の回復以上のものを要求するものとして救済範囲を逸脱するものと解されるが、組合活動一般に対する侵害除去という観点からは、中間収入控除の要否や金額の決定にあたっては、組合活動一般について生じた侵害の程度に応じて合理的に必要かつ適切と認められる救済措置を定めなければならない。労働委員会は両面からの総合的な考慮を必要とし、いずれか一方の判断を怠りor救済の必要性の判断において合理性を欠くときは、裁量権の限界を超え違法となる（百選125）

　　　　　　　→不当労働行為に該当するか否かの要件裁量は認めず、私法上の権利義務を重視する傾向

　　　　　　　→良好な労使関係秩序の形成という労働委員会との乖離をどうするか？

　　（2）差別査定→直接是正命令／再査定命令

　　（3）団交拒否→一定事項について誠実に団交せよ

　　（4）支配介入→差止命令／便宜供与命令／ポスト・ノーティス命令／不作為命令（例外的→原則は過去の行為）

［6］救済命令の私法的効果

　【1】救済命令の確定

　【2】私法上の権利義務関係確定の有無
［7］再審査申立て

　　　　　・不当労働行為

　　　　　　　　↓申立て（1年以内）

　　　　　　都道府県労委――――――――――→取消訴訟（使用者30日／労働者6カ月）VS都道府県

　　　　　　　　↓再審査申立て（15日内）

　　　　　　　中労委――――――――――――→取消訴訟（使用者30日／労働者6カ月）VS国

［8］取消訴訟

　【1】再審査申立てとの関係

　　　　　・使用者側は再審査申立てと取消訴訟はいずれか一方しかなし得ない（労組27の19Ⅰ）

　　　　　　　→労働者側は再審査申立てと取消訴訟を同時に行うことができる（同反対解釈）

　【2】緊急命令（労組27の20）

　　　　　・救済命令には拘束力がない上、訴訟係属中は命令が確定しないため、罰則適用もない

　　　　　　　→独自制度として救済命令に執行力／間接強制力を付与する認可行為として緊急命令（通説）

　　　　　　　→即時救済の必要性が求められるのは、制度趣旨から当然に要請される

　　　　　　　→救済命令の適法性判断はどの程度？

　　　　　・緊急命令制度は、判決確定に至るまで暫定的に救済命令の全部一部に従うべき旨を命ずることとして団結権の侵害を防止する目的であるから、緊急命令の申立の諾否に当たっては、受訴裁判所は、救済命令の適否／即時救済の必要性の有無について審査でき、適法性に重大な疑義があるときは緊急命令を発するべきではない（裁判例・百選129）

　　　　　　　→疎明資料だけの形式的審査であり団結権保護を重視するのなら…

　　　　　　　→救済命令に適法性の推定が及び、重大かつ明白な瑕疵があるなど特段の事情ない限り適法？（学説）
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